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協定-1 消防防災業務相互応援協定書 

 

 

 

 

 

南勢町 
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三重県度会郡南勢町 久 保   茂 
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協定-2 消防防災業務相互応援協定書  
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協定-3 三重県防災ヘリコプターに関する支援協定 
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（※以下、いなべ市・志摩市・伊賀市の各市長並び、１４町長・３消防組合長が締結）
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協定-4 地震等災害時の相互応援に関する協定 

 

国際特別都市建設連盟に加盟する市町間において，地震等による災害時の相

互応援について次のとおり協定を締結する。 

  

（趣旨） 

第１条 この協定は，国際特別都市建設連盟に加盟する都市（以下「加盟都

市」という。）相互の友好の精神に基づき，地震若しくはその他の災害が発

生し，又は発生のおそれがある場合，加盟都市間の相互応援に関する基本的

な事項について定めるものとする。 

（連絡窓口） 

第２条 災害時における相互応援を確実かつ円滑に行うため，国際特別都市建

設連盟規約第１２条第１項に規定する事務局（以下「連盟事務局」とい

う。）は，毎年１回，加盟都市の防災担当部署の連絡責任者，連絡先等を定

めた名簿を作成し，加盟都市に配付する。 

２ 加盟都市の防災担当部署は，地域防災計画その他参考資料を相互に交換す

る等，日頃の情報交換に努めるものとする。 

（応援体制） 

第３条 加盟都市を次の表に定めるブロックに分ける。 

 

 

 

 

 

２ ブロックに幹事都市及び副幹事都市を置き，ブロック構成都市の中から互

選により定める。ただし，連盟事務局所在都市は，幹事都市を兼ねることは

できないものとする。 

３ 加盟都市が災害等により被災した場合は，次に定めるところにより，応援

の要請を行うものとする。 

 (1) 連盟事務局所在都市 

 (2) 連盟事務局所在都市が被災した場合は，被災市町が属するブロックの幹

事都市 

 (3) 連盟事務局所在都市及び被災市町が属するブロックの幹事都市が被災し

た場合は，被災市町が属するブロックの副幹事都市

ブロック名 構成市町 

西日本ブロック 別府市，松江市，松山市 

近畿ブロック 奈良市，芦屋市，鳥羽市 

東日本ブロック 伊東市，熱海市，軽井沢町，日光市 
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 (4) 前３号の都市のいずれも被災した場合は，他のブロックの幹事都市 

４ 前項の規定により応援の要請を受けた連盟事務局所在都市又は幹事都市若

しくは副幹事都市（以下「災害時事務局」という。）は，速やかに各ブロッ

クの幹事都市と応援体制について協議をする。 

 （相互応援の内容） 

第４条 相互応援の内容は，次のとおりとする。 

 (1) 食糧，飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資器材の提供 

 (2) 被災者の救出，医療，防疫，施設等の応急復旧等に必要な資器材及び物

資の提供並びにあっせん 

 (3) 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

 (4) 救助及び応急復旧等に必要な職員の派遣 

 (5) 被災者の一時収容のための施設等の提供及びあっせん 

 (6) 前各号に掲げるもののほか特に要請のあった事項 

 （応援の要請等） 

第５条 応援の要請は，応援を必要とする加盟都市が次の事項を明らかにし，

口頭で応援を要請し，その後速やかに文書を送付するものとする。 

 (1) 被害の状況 

 (2) 前条第１号から第３号までに掲げる事項の応援を要請する場合にあって

は，物資等の品名，数量等 

 (3) 前条第４号に掲げる事項の応援を要請する場合にあっては，職員の職種

及び人員 

 (4) 応援を必要とする場所 

 (5) 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

２ 前項の応援の要請の有無にかかわらず，加盟都市において大規模な災害が

発生したことが明らかな場合は，他の加盟都市は自主的な状況の判断に基づ

き応援を開始することができるものとする。 

３ 前項の規定により応援を開始した加盟都市は，速やかに災害時事務局に報

告するものとし，災害時事務局はその後の支援体制を各ブロックの幹事都市

と協議するものとする。 

 （指揮） 

第６条 第４条第４号の規定により派遣された職員は，応援要請市町長の指揮

の下に行動するものとする。 
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 （応援経費の負担） 

第７条 応援に要した経費は，法令その他特別に定めのある場合を除き，原則

として応援を受けた加盟都市の負担とする。ただし，応援を実施した加盟都

市が費用負担を行うこととした場合においては，この限りでない。 

（交流） 

第８条 加盟都市は，この協定を実効性のあるものとするため，平常時から地

域間交流に努めるものとする。 

 （協議） 

第９条 この協定に定めるもののほか必要な事項は，加盟都市が協議してこれ

を定めるものとする。 

２ この協定書の内容に疑義が生じた場合も前項と同様とする。 

 

附 則（平成９年８月２４日締結） 

 この協定は，平成９年８月２４日から実施する。 

 

附 則（平成２４年６月５日締結） 

 この協定は，平成２４年６月５日から実施する。 

 

附 則（平成２９年１０月１９日締結） 

 この協定は，平成２９年１０月１９日から実施する。 

 

附 則（令和４年１１月１４日締結） 

 この協定は，令和４年１１月１４日から実施する。 

 

この協定の締結を証するため，本書１０通を作成し，各市町長記名押印の上，

各自その１通を保有するものとする。 

  

 令和４年１１月１４日 
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協定-5 三重県水道災害広域応援協定書 
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協定-6 三重県内消防相互応援協定 

（目的） 

第１条 この協定は、消防組織法（昭和 22年法律第 226号。以下「法」という。）第３９条

第 2項の規定に基づき、三重県内の市町及び消防組合（以下「市町等」という。）が相互の

消防力を活用して災害による被害を最小限に防止することを目的とする。 

 

（協定区域） 

第２条 この協定区域は、三重県全域とする。 

 

（対象とする災害） 

第３条 この協定の対象とする災害とは、次の各号に定める災害とする。 

（１） 大規模又は特殊な災害及び事故等により被害が発生した市町等の消防力では災害

の防御が困難又は困難が予想される災害 

（２） 市町等の境界付近において、火災等の災害又は救急業務を必要とする事故が発生

し、被害の拡大防止等を図るため隣接する市町等の応援の必要がある災害 

 

（応援隊の編成） 

第４条 この協定に基づく消防の応援は、法第９条に規定する消防機関により構成される

消防隊、救助隊、救急隊、その他必要な部隊（以下、「応援隊」という。）によるものとす

る。ただし、消防団の応援については、地域実情に応じて行い、その出動については市町

の長、消防長又は消防署長の命令によりものとし、この協定の経費負担に関する事項のみ

適用するものとする。 

 

（応援要請） 

第５条 被災地の市町等の長（以下「受援側の長」という。）は、第３条第１号の災害が発

生した場合、他の市町等の長（以下「応援側の長」という。）に知事を通じて応援要請を行

うことができる。 

２ 知事は、前項に規定する要請があった場合、受援側の長、応援側の長及び代表消防機関

の長に対し必要な指導及び連絡調整を行うものとする。 

３ 受援側の長は、第３条第２号の災害が発生した場合、隣接する市町等の長に応援要請を

行うことができる。この場合において、隣接市町等の長（以下「隣接応援側の長」という。）

がその災害等の発生を覚知し、応援隊を派遣した時は、これを要請に基づく応援とみなす。 
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（いとまなき場合の応援） 

第６条 応援側の長は、第３条第１号の災害が発生した場合において、当該災害の規模に照

らし緊急を要し、前条第１項の要請を待ついとまがないと認められるときは、同項の要

請を待たないで、応援隊を出動させることができる。この場合、受援側の長から応援の

要請があったものとみなす。 

 

２ 知事又は代表消防機関の長は、第３条第１号の災害が発生した場合において、当該災害

の規模に照らし緊急を要し、前条第１項の要請を待ついとまがないと認められるときは、

同項の要請を待たないで、応援側の長に応援隊の出動を要請することができる。この場合、

受援側の長から応援の要請があったものとみなす。 

 

（応援要請方法等） 

第７条 応援要請方法等、この協定の実施に必要な事項は、三重県消防広域応援基本計画に

基づくものとする。 

 

２ 前項の計画に定めのない場合は、必要に応じて協定市町等の消防長が協議して定める

ものとする。 

 

（応援隊の派遣） 

第８条 応援側の長は、第５条第１項、第３項又は第６条第２項の規定により応援要請を受

けたとき、応援側の市町等の消防力に支障が生ずる等の特別の理由がない場合のほかは応

援隊を派遣するものとする。 

 

２ 応援側の長は、第５条第１項又は第６条第２項の要請を受け応援隊を派遣する場合、知

事及び代表消防機関の長に対し、出動部隊、隊員の氏名、無線の呼び出し名称等必要な事

項について報告するものとする。 

 

（応援隊の指揮） 

第９条 応援隊の指揮は、受援側の長又はその委任を受けた者が応援隊の長を通じて行う

ものとする。ただし、緊急の場合は直接行うことができるものとする。 

 

２ 応援隊の長は、前項の規定により指揮を受け活動した場合、その結果について適宜、受

援側の長又はその委任を受けた者に報告するものとする。 

 

（経費負担） 

第 10条 この規定に基づく応援に要する経費の負担は、次の各号によるものとする。 

（１） 受援側の長が負担する経費 

   ア 応援活動中に調達した車両及び機械器具の燃料費、食料費 

   イ 当該応援のために特別に必要となった修理費 

   ウ 賞じゅつ金等（当該対象となるものが属する市町等の条例に基づき算出した額

とする。） 
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   エ 応援活動中に第三者に与えた損害の賠償に要する経費等（応援側の市町等に対

して当該損害を対象とした保険金等が支払われる場合には、当該保険金等の額を

控除した額とする。） 

     ただし、応援側の市町等の重大な過失等に基づく損害賠償に要する経費は応援

側の市町等の負担とする。 

   オ その他応援活動中に調達した化学消火薬剤等資材費 

 

（２） 応援側の長又は隣接応援側の長が負担する経費 

  ア 旅費、出動手当 

  イ 公務災害補償に要する経費 

   ウ 被災地への移動中及び被災地からの帰還中に第三者に与えた損害の賠償に要す

る経費 

 

（事務局） 

第 11条 この協定の円滑な実施を図るため、本協定に関する事務局を三重県に置くものと

する。 

 

（疑義） 

第 12条 この協定の実施について疑義を生じたときは、その都度当事者間において協議し、

決定するものとする。 

 

２ 前項の協議において、必要なときは県において調整を図ることができるものとする。 

 

（他の協定との関係） 

第 13条 この協定を締結した市町等が、当該市町等の間で締結しているこの協定以外の協

定とこの協定が競合する場合には、この協定を優先させるものとする。 

 

（代表消防機関） 

第 14条 この協定に規定する代表消防機関は、四日市市消防本部とする。 

２ 代表消防機関が、その任務を遂行できない場合には、津市消防本部又は知事が指名した

消防本部が代行消防機関としてその任務を遂行するものとする。 
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協定-7 災害発生時における鳥羽市と鳥羽市内郵便局の協力に関する協定 
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協定-8 三重県市町村災害時応援協定書
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協定-9 災害時における避難場所の相互の利用についての覚書 
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協定-10(1) 三重県災害等廃棄物処理応援協定 
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協定-10(2)  三重県災害等廃棄物処理応援協定書に基づく覚書 
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協定-11 三重県災害等廃棄物処理応援協定書に基づく覚書 

 

 

 

 

 

 

 

伊賀市長    今 岡 睦 之 

 

 

 

 

 

 

 

志摩市長    竹 内 千 尋 
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大紀町職務執行者   小 倉 文 也 

御薗村長     中 北 隆 敏 

度会町長     大 野 幸 茂 

 

 

 

 

 

奥伊勢広域行政組合 

管理者      古 屋   孟 

 

 

 

 

松阪地区広域衛生組合 

   管理者     下 村   猛 
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協定-12 災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 

  

鳥羽市（以下「甲」という。）とイオン株式会社鳥羽店（以下「乙」という。）は地震、風

水害その他の大規模災害が発生し、または発生の恐れがある場合（以下「災害時」という。）

において、相互に協力して災害時の市民生活の早期安定を図るため、応急生活物資供給等の

協力に関する事項について、次のとおり協定を締結する。 

（要請） 

第１条 甲は、災害時における物資の確保を図るため、物資を調達する必要があると認め

るときは、乙に対し、調達が可能な物資の供給を要請することができる。 

（調達物資の範囲） 

第２条 甲が乙に供給を要請する物資は、次に掲げるもののうち、乙が保有または供給可

能な物資とする。 

（１）衣料・寝具類 

  （２）食料品 

  （３）日用品等 

  （４）その他甲が必要と認める物資 

（調達要請の方法等） 

第３条 前条に掲げる物資の調達要請は、原則として別紙１の文書により行うものとする。

ただし、文書をもって要請するいとまがないときは口頭またはファクシミリ等で要請し、

その後すみやかに文書を交付するものとする。 

２ 甲と乙は連絡体制、連絡方法、連絡手段について、支障をきたさないよう常に点検、

改善に努めるものとする。 

（調達要請に基づく乙の措置） 

第４条 乙は甲からの第１条の要請を受けたときは、その要請事項を実施するための措置

をとるものとする。 

（物資の運搬、引渡し） 

第５条 物資の集積場所、運搬経路は、甲が状況に応じ指定するものとし、集積場所まで

の物資は、乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、甲又は甲の指定す

る者が行うものとする。物資の引き渡し場所は甲が指定するものとし、甲は当該場所へ

職員を派遣し、調達物資を確認のうえこれを引き取るものとする。 

（物資の価格、支払い） 

第６条 第２条の物資調達の対価及び乙が行った運搬等の費用については甲が負担する

ものとする。 

２ 物資の取引価格は、災害発生時直前における価格とし、その支払いについては、甲、

乙協議のうえすみやかに行うものとする。 
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（協議） 

第７条 この協定の実施について疑義が生じたときは、その都度甲乙協議して決める。 

（有効期間） 

第８条 この協定は、協定締結の日から効力を発し、甲又は乙が文書をもって、協定の終

了を通知しない限り、その効力を持続するものとする。 

（雑則） 

第９条 この協定の実施に関して必要な事項は、甲乙協議して決める。 

 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙、記名捺印のうえ、各自その

１通を保有する。 

 

 

 平成 18年８月 30日 

 

        甲 三重県鳥羽市鳥羽３丁目１番１号 

          鳥羽市役所  

鳥羽市長  木田 久主一 

 

        乙 愛知県名古屋市中区錦２丁目４番１６号 

          イオン株式会社 

中部カンパニー 中南勢事業部 

          事業部長  檜皮 淳一 
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協定-13 災害時協力協定 

 

 独立行政法人 国立高等専門学校機構 鳥羽商船高等専門学校（以下「甲」という。）と

鳥羽市（以下「乙」という。）は、鳥羽市内に発生した大規模自然災害時等において、乙は

甲の協力を求め、防災対策を円滑に行うため協定を締結する。 

 

１．甲は、次の事項について協力する。 

（１）災害発生時における被災者を救援するため、鳥羽丸等所管する船舶を運航すること。 

（２）災害発生時における被災者を救援するための要員確保等体制を整備すること。 

（３）避難住民受け入れに伴う支援を行うこと。 

（４）救助要員の活動拠点や物資等の集積又は集配場所として支援すること。 

（５）その他必要に応じ、支援すること。 

２．この協定は、甲と乙が押印した日に発効する。 

ただし、甲と乙は本協定事項について疑義が生じた場合、協議しなければならない。 

本協定は 2 通作成し、両者 1 通ずつ保管する。 

 

平成１８年 ９月 １日 

 

      甲  鳥羽市池上町 1 番 1 号 

         独立行政法人 国立高等専門学校機構 

         鳥羽商船高等専門学校長 

                    山田 猛敏 

 

      乙  鳥羽市鳥羽三丁目 1 番 1 号 

         鳥羽市長 

                    木田 久主一 
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協定-14 災害救助用米穀等の緊急引渡しについての協定書 

 

 三重県知事 鈴木 英敬（以下「甲」という。）と三重県鳥羽市長 木田 久主一 

（以下「乙」という。）とは、災害救助法又は武力攻撃事態等における国民の保護のた

めの措置に関する法律（以下「国民保護法」という。）が発動された場合に災害救助用

米穀の緊急引渡しを円滑に実施するため、次の事項について協定し互いに誠意をもって

その履行を確約するものとする。 

記 

１  乙は災害地の罹災者並びに救助作業、災害防止及び緊急復旧作業の従事者に対し応

急食料の供給を実施する必要があると認めたときは、事前に甲に所定の手続きをし、

甲の指示を受けるものとする。ただし、乙が交通・通信の途絶のため事前に甲の指示

を受けられず、災害救助法又は国民保護法発動期間中に災害救助用米穀の供給を実施

する必要とする場合は、農林水産省所管部局に直接連絡要請することができるものと

し、必ず甲に連絡するとともに、甲に所定の手続きをするものとする。 

   

２ 乙が１により緊急引渡しを要請し、災害救助用米穀の引渡しを受けた場合は、乙は

速やかに倉庫別取引数量をとりまとめ当該米穀の全数量について、予定価格を基準と

して農林水産省所管部局長が決定した価格により買受けするものとする。 

 

３ 乙は管内届出事業者その他に対して、災害救助用米穀の供給の実施に関する必要な

措置を講じておくものとする。 

 

４ 甲は必要があると認めたときは、乙に対しその業務又は、経理の状況に関して質問、

帳簿書類その他物件を調査し、又は参考となるべき報告、若しくは資料の提出を求め

ることができるものとする。 

 

５ 甲が乙に販売する災害救助用米穀の価格については、農林水産省所管部局長が、災

害救助法又は国民保護法が発動された直前の受託事業体に指示した予定価格等を基

準に決定することを原則とし、決定された場合は、甲はすみやかに乙に通知するもの

とする。中間経費については、現品取扱業者と乙の間に別途契約を締結して精算する

ものとする。 

 

６ 災害救助用米穀等の売買代金の延納措置（以下「延納措置」という。）については、

次のとおりとし、担保及び金利は徴しないものとする。 

  ア 災害救助法が発動され、救助を行う場合 

延納措置の期間については、３０日以内（次に掲げる用件をすべて満たす場合は、

３ヶ月以内）であって、農林水産省所管部局長と甲が協議して決定した期間とする。 
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 ａ 大規模な災害が発生し、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）に基づき

政府が緊急災害対策本部又は非常災害対策本部を設置したこと。 

 ｂ 自衛隊の派遣が行われていること  

 ｃ 甲が３０日を超える延納措置を必要とする旨の要請をし、農林水産省所管部局長

がやむを得ないと認めること 

 

 イ 国民保護法が発動され、救援を行う場合 

３ヶ月以内であって、農林水産省所管部局長と甲が協議し決定した期間とする。 

 

７ 災害救助用米穀として引渡しを行うものは正品に限るものとし、事故品（損傷品等）

の引渡しは行なわないものとする。 

 

８ この協定の期間は、平成２３年７月１日から１年間とする。 

ただし、期間満了の１カ月前までに甲、乙いずれからも文書による申し立てがない

場合は、さらに１年間延長するものとし、以後これに準じて延長するものとする。 

 

９ この協定の証として、本書２通を作成し、甲、乙各々その１通を所持するものとす

る。 

 

 

平成２３年７月１日 

 

 

 

                  甲  三重県知事    鈴木 英敬   

 

 

 

                     乙 三重県鳥羽市長  木田 久主一 
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協定-15 維持管理の委託に関する協定書 
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協定-16 水道災害等における応援協定 

 

鳥羽市水道事業（以下「甲」という。）と鳥羽市水道組合（以下「乙」という。）とは、地震・

津波・渇水・事故等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合を想定し、次のとおり協定

を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲の管理する水道施設（特に管路等）に災害が発生した際に、施設の機

能の確保、及び回復を速やかに実施し、２次災害の防止を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 甲及び乙は、災害が発生し、緊急を要する場合の定義は、以下のとおりとする。 

２ 災害が発生し、即時的な対応が求められ、対応の遅延により、被害拡大が予想される場

合。 

（対象となる災害） 

第３条 本協定書の対象となる災害は、災害発生により、水道施設の機能の確保が損なわれ、被

害拡大が予想される場合とする。 

（協力要請） 

第４条 甲は、乙の所属会員が所有する水道用資機材及び労力の応援が必要とするときは、乙に

協力を要請することができる。 

２ 前項の協力要請は、鳥羽市水道災害応援協定要請書（様式第１号）により行うものとす

る。ただし、緊急を要するときは、電話、その他の方法で要請することが出来る。 

（緊急応援体系図） 

第５条 甲、乙は、協力要請や情報共有のため、「緊急応援体系図」（様式第２号）を作成し、円

滑な運用に努める。 

２ 乙は、前項により作成した資料に変更が生じた場合は、その都度変更し、甲に提出するも

のとする。 

（調査、災害応急復旧工事等の実施） 

第６条 乙は前項の協力要請が甲から提出された場合は、直ちに「緊急応援体系図」に則り、

甲の指示に従い調査ならびに、災害応急復旧工事を実施するものとする。 

但し、緊急を要する場合で、連絡が不可能である場合は、乙の判断により、２次災害

の被害拡大を防止する為に、調査及び災害応急復旧工事を実施するものとする。 

２ 前項に規定する緊急を要する場合で連絡が不可能である場合に実施される２次災害の

被害拡大を防止するための災害応急復旧工事及び調査については、原則として被災後３

日以内に着手前の状況、施行数量等を写真及び計算書等で甲に報告し、甲は直ちに乙と

協議し要請書を作成するものとする。 
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（経費の負担） 

第７条 甲は、乙が、前条において実施された調査ならびに、災害応急復旧工事についての費用

は、所属会員から提出された資料の内容を確認し、鳥羽市水道課の積算基準により行う。 

２ 現場が危険であると判断したときは速やかに帰還すること。又、その後安全であると判

断したときは調査、復旧する。 

３ 実施された調査ならびに、災害応急復旧工事についての契約は、乙の所属会員と締結す

るものとする。 

（活動等の報告） 

第８条 本協定第６条に基づいて、乙の所属会員が調査ならびに、災害応急復工事を実施し、そ

の業務が完了したときは、災害活動報告書（様式第３号）をもって甲に速やかに、報告す

るものとする。 

（連絡責任者） 

第９条 甲及び乙は、要請事項の伝達を正確に行う為に、事前に連絡責任者を定めておくものと

する。 

２ 前項の規定により、甲は水道課長、乙は鳥羽市水道組合会長とする。 

（協定の有効期間） 

第１０条 この協定の有効期間は、協定締結の日から期間満了の日までとする。但し、期間満了

の日の３０日前までに、甲又は乙の一方から書面をもって協定終了の意思表示をしな

い限り、期間満了の翌日から更に１年間延長するものとし、その後においても同様とす

る。 

（その他） 

第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度、甲

乙協議して定めるものとする。 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有するもの

とする。 

 

平成１9 年８月１日 

 

甲   鳥羽市大明東町１番６号 

鳥羽市水道事業 

鳥羽市長 木田 久主一 ㊞ 

 

乙   鳥羽市安楽島町１２６３ 

鳥羽市水道組合 

会 長   ㈱木下水源  

代表取締役 木下 晃  ㊞ 
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（様式第１号） 

鳥羽市水道災害応援協定要請書 

  年  月  日 

 

鳥羽市水道組合 

会長       様 

 

鳥羽市水道事業 

鳥羽市長  

 

水道災害等における応援協定第４条により要請します。 

１． 場  所 

 

２． 状  況 

 

 

３． 要請内容 

 

４． そ の 他 

 

 

 

                                     

受 諾 書 

鳥羽市水道事業 

鳥羽市長       様 

 

上記の要請について同意し、水道災害等における応援協定第６条により作業

を実施します 

 

 

   年  月  日 

鳥羽市水道組合 

所属会員        
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（様式第２号）                   

緊急応援体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  ○会長  △副会長  ▲書記・会計 

 

 

 

 

 

 

（様式第３号） 

統括責任者 水道課長       

電 話 ０５９９－２６－２６４１ 

ＦＡＸ ０５９９－２６－５８７４ 

鳥羽市水道組合 会長 

電 話 ０５９９－２５－２５７８ 

ＦＡＸ ０５９９－２６－３８７８ 

地区責任者 

㈲鳥羽配管設備 

 

 

地区責任者 

㈲菅島建設 

地区責任者 

松本住宅設備舗 

鳥羽１地区 鳥羽２地区 離島地区 

鳥羽１地区 堅神、屋内、池上、１丁目～５丁目、幸丘、大明東、大明西、高丘、安楽島、船津、

幸丘、小浜、若杉、岩倉、松尾、河内、白木、 

鳥羽２地区 浦村，石鏡、国崎、相差、畔蛸、堅子、千賀 

離島地区  坂手、菅島，桃取、答志、神島 

○㈱木下水源 

坂倉電気工事 

㈲大進ハウジング 

㈲竹田工業所 

▲㈲鳥羽配管設備 

㈲中村松兵衛商店 

福原水道 

㈱マツダ建設 

上村工業 

久保田水道 

松井水道 

△松本住宅設備舗 

㈲菅島建設 

㈲中西水道 
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災 害 活 動 報 告 書 

 

鳥羽市水道事業 

鳥羽市長       様 

 

鳥羽市水道組合 

所属会員        

                                ㊞ 

 

 

日  時 

（  地区） 

  年  月  日（午前・午後 時～ 時） 

（地区名） 

位  置 

 

鳥羽市 

被害の状況 

 

 

 

 

 

周辺への影響 

 

 

 

 

災害応急復旧工事内容  

以上のとおり報告します 
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協定-17 災害時における鳥羽市とかんぽの宿鳥羽との協力に関する協定 

 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）と かんぽの宿 鳥羽（以下「乙」という。）とは 

災害時における協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的）  

第１条 この協定は、鳥羽市内に地震その他の災害が発生した場合において、乙が 

第３条に定める協力を甲に対して行い、災害救助対応を円滑に遂行することを 

目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この協定における｢災害｣とは、災害対策基本法 (昭和 36 年法律第 223 号) 

第２条１号に定める被害をいう。 

 

（協力の内容） 

第３条 乙は、鳥羽市内に災害が発生したときは、甲の要請に基づき、次の各号 

の協力を行うものとする。ただし、協力の範囲は乙の業務に支障を来さない範囲 

とする。 

(１) 屋内外における避難場所の提供 

(２) 浴場を開放しての入浴の提供 

(３) 炊き出しを中心とした非常食の提供  

(４) その他甲が可能とする協力 

 

２ 乙は、第２条に定める災害以外の災害について、甲の要請があった場合は 

可能な限り前項に準じて協力を行うものとする。 

 

（周知） 

第４条 乙は、乙の敷地内に「鳥羽市との協定による災害時避難場所」と明示した 

案内板を設置し、甲は、本協定の内容について市民に周知するものとする。 

 

（防災訓練への参加） 

第５条 乙は、甲が行う防災訓練に参加し、防災に関する知識等を習得し、災害時 

における対応に万全を期するよう努めるものとする。 

 

（連絡責任者） 

第６条 

この協定に関する連絡責任者は、甲においては総務課長、乙においては  
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支配人とする。 

 

（協議） 

第６条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲乙 

協議の上決定する。 

 

   この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者署名押印の上 

各１通を保有する。 

 

  

    平成１９年１０月 １日 

 

 

                甲  鳥羽市鳥羽三丁目１－１ 

                   鳥 羽 市 長 木 田 久主一 

 

 

                乙  鳥羽市安楽島町１２００－７ 

                   かんぽの宿 鳥羽 

                   総 支 配 人 杉 下 周 平 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 63 - 

 

協定-18 船舶による災害時等の協力に関する協定 
 

鳥羽市（以下「甲」という。）と伊勢湾防災株式会社（以下「乙」という。）とは、災害時

等における協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和 36年 11月 15日法律第 223号）に定められた

災害及び武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成 16年６月

18日法律第 112号）に定められた武力攻撃事態等並びに甲が対策を必要と認める事象（以

下「災害時等」という。）において、船舶による消火活動並びに海上における人員及び物

資の輸送等を確保するために、甲が乙に対して災害時等の業務に関し、協力を求めるとき

の必要な事項を定めるものとする。 

 

（要請） 

第２条 甲は、災害時等が発生し、次条に掲げる業務を遂行するため乙の協力を得る必要が

あるときは、乙に対し協力を要請することができる。ただし、乙は特別な事情により直ち

に要請に応じることができない場合は、その旨を速やかに甲に連絡するものとする。 

２ 要請により出動した乙の船舶の指揮は、甲が執るものとする。 

３ 第１項の規定による要請は、様式第１号により業務の内容、期間等を指定して文書で行

う。ただし、文書で要請するいとまがないときは、電話又は口頭で要請し、その後速やか

に文書を送付するものとする。 

 

（業務の内容） 

第３条 本協定により、甲が乙に対し協力を要請する業務（以下「協力業務」という。）は、

次のとおりとする。 

 ⑴ 船舶の出動が必要な消火業務 

 ⑵ 船舶の出動が必要な油漏れ等の災害対策業務 

 ⑶ 船舶の出動が必要な水難救助業務 

 ⑷ 被災者（滞留者を含む。）の輸送業務 

 ⑸ 災害等救助に必要な食料品、生活必需品等の輸送業務 

 ⑹ 災害等応急対策に必要な要員、資機材等の輸送業務 

 ⑺ 前各号に関して甲が実施する訓練業務 

 ⑻ その他甲が必要とする船舶による応急対策業務 

 

（業務報告） 

第４条 乙は、協力業務を実施したときは、当該業務の終了後速やかに、様式第２号により

その状況を甲に報告する。ただし、文書で報告するいとまがないときは、電話又は口頭で

報告し、その後速やかに文書を送付するものとする。 
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（費用の負担） 

第５条 第２条第１項の規定により乙が実施した協力業務に要した費用のうち、甲が負担

する経費については、甲乙協議して決定するものとする。 

 

（費用の請求及び支払い） 

第６条 乙は、協力業務の終了後、当該業務に要した前条の費用について、甲に請求するも

のとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、内容を確認し、速やかに費用を支払うものとする。 

 

（賠償） 

第７条 甲及び乙は、この業務の履行に関して、自己の責に帰すべき事由により甲、乙又は

第３者に損害を与えた場合は、自己の責任と負担において処理するものとする。ただし、

天災又は不可抗力により生じた損害の取り扱いについては、甲乙間で別途協議するもの

とする。 

 

（守秘義務） 

第８条 乙は、協力業務上知り得た秘密を外部に漏らし又は他の目的に利用してはならな

い。 

 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度

甲乙協議して定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第 10条 この協定は、平成 19年 12月 27日からその効力を有するものとし、甲、乙が文書

をもって協定の終了を通知しない限り、その効力を継続する。 

 

この協定の成立を証するため、本書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。 

平成 19年 12月 27日 

 

甲 三重県鳥羽市鳥羽三丁目１番１号 

鳥羽市 

鳥羽市長 木田 久主一 

 

乙 愛知県名古屋市中村区名駅三丁目 25番地９号 

伊勢湾防災株式会社 

専務執行役員 中尾 勝
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様式第１号 

年   月   日 

伊勢湾防災株式会社       様 

 

要請者 鳥羽市長         

 

船舶による災害時等の協力に関する要請書 

 

平成１９年１２月２７日に締結した「船舶による災害時等の協力に関する協定」第２条に

基づき、下記のとおり協力を要請します。 

 

記 

 

１ 要請期間 

年   月   日 ～    年   月   日 

 

２ 要請事項 

要請内容 要請先 備考 

   

   

 

３ 連絡先 
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様式第２号 

年   月   日 

鳥羽市長       様 

 

報告者 伊勢湾防災株式会社         

 

船舶による災害時等の協力に関する業務報告書 

 

平成１９年１２月２７日に締結した「船舶による災害時等の協力に関する協定」第４条に

基づき、下記のとおり協力業務を実施しましたので報告します。 

 

記 

 

１ 業務期間 

年   月   日 ～    年   月   日 

 

２ 業務事項 

業務内容 業務先 備考 

   

   

 

３ 連絡先 
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協定-19 災害時における覚書 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）と三重県立鳥羽高等学校（以下「乙」という。）とは、災害

発生時に、甲が一時立ち退き場所及び避難所（以下「避難所等」という。）として乙の施設

を使用することについて、必要な事項を定めるため、次のとおり覚書を締結する。 

 

（避難所等） 

第１条 甲は、鳥羽市内に地震、津波、豪雨、洪水等の災害が発生し、住民の避難 

 が必要と判断される場合、乙が管理する次の施設を避難所等として使用すること 

 ができる。 

 ⑴地震、津波時の一時立ち退き場所  三重県立鳥羽高等学校 校庭 

⑵地震、津波時の避難所       三重県立鳥羽高等学校 体育館 

 ⑶暴風、豪雨、洪水等の避難所    三重県立鳥羽高等学校 体育館 

 

 （避難所等の開設） 

第２条 甲は第１条の定める施設を避難所等として使用するときは、事前に文書又 

 は口頭により乙に報告しなければならない。 

 

 （避難所等の管理） 

第３条 避難所等の管理運営は、甲の責任において行うものとする。 

２ 甲は、避難所等を開設したときは、現場における管理運営責任者を定め、乙に報告しな

ければならない。 

 

 （避難所等解消の努力） 

第４条 甲は、乙が早期に教育活動を再開できるよう配慮するとともに、避難所等の早期解

消に努めるものとする。 

 

 （避難所等としての使用の終了） 

第５条 甲は、第１条に定めた施設について避難所等としての使用を終了する際に 

は、文書又は口頭で通知するとともに、その施設を原状回復し、乙の確認を受けなければ

ならない。 

 

（非常用通信の確保・管理） 

第６条 甲は、避難所等に非常用の通信を確保するものとする。 

２ 前項の通信手段は、鳥羽市防災行政無線（陸上移動局）とし、乙の管理とする。 
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 （覚書の期間） 

第７条 この覚書の期間は平成２０年４月１日から１年間とする。 

  ただし、期間満了の１カ月前までに甲、乙いずれからも文書による申し立てがない 

場合は、さらに１年間延長するものとし、以後これに準じて延長するものとする。 

 

 （協議） 

第８条 この覚書に定めのない事項及び覚書に疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ、 

決定するものとする。 

 

甲と乙は、この覚書を証するため、本書２通を作成し、それぞれ記名押印のうえ、 

各１通を保有する。 

 

 平成２０年 ４月 １日 

 

 

甲 鳥羽市鳥羽三丁目１番１号 

                     鳥羽市長  木 田 久 主 一 

 

 

乙 鳥羽市安楽島町１４５９ 

                     三重県立鳥羽高等学校 

                      校 長  辻 村 大 智 
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協定-20 災害時における災害復旧用オープンスペースに関する協定書 
 

鳥羽市（以下「甲」という。）と鳥羽志勢広域連合（以下「乙」という。）、中部電力株式

会社（以下「丙」という。）及び西日本電信電話株式会社三重支店（以下「丁」という。）は、

地震等大規模災害の発生時における災害復旧活動の用地等の確保と使用に関し、次のとお

り協定する。 

 

（目 的） 

第１条 この協定は、災害復旧に資するため、乙が所有し管理する用地等を、丙又は丁の災

害復旧用オープンスペース（工事用資機材の設置を含む。）として甲の責務において

確保し、電気、通信等の迅速かつ的確な復旧対策を構築することを目的とする。 

 

（災害復旧用オープンスペース） 

第２条 災害復旧用オープンスペースとして使用する用地は、別表に掲げるとおりとする。 

 

（使用要請） 

第３条 丙又は丁が災害復旧用オープンスペースを使用する場合は、甲に対して、あらかじ

め定められた様式の書面により使用要請を行うものとする。 

ただし、書面による使用要請ができない場合は、口頭等で要請した後、すみやかに

定められた様式の書面を提出するものとする。 

２ 乙は、甲より前項の規定による使用要請があった場合には、特別の事由がない限り、

使用を認めるものとする。 

 

（使用方法） 

第４条 丙及び丁は、前条においてそれぞれ認められた同一の災害復旧用オープンスペー

スを同時期に使用する場合は、丙、丁協議してそれぞれの使用範囲、方法等を定める

ものとする。 

２ 丙又は丁は、災害復旧用オープンスペース内の施設（以下「施設」という。）の使

用を必要とする場合には、甲乙と協議して使用内容、期間等を定めるものとする。 

３ 丙又は丁は、災害復旧用オープンスペース又は施設内に災害復旧活動のための 

設備を設置する場合には、甲乙と協議のうえ、それぞれが自己の責任と負担において

設置できるものとする。 

 

（無償使用） 

第５条 乙は、災害復旧用オープンスペース及び施設を、丙及び丁に無償で使用させるもの

とする。 
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（原状回復） 

第６条 丙又は丁は、災害復旧用オープンスペース又は施設を返還する場合は、それぞれ自

己の責任と負担において原状回復を行うものとし、第４条第３項により設置した設

備は、自己の責任と負担において速やかに撤去するものとする。 

 

（損害賠償） 

第７条 丙又は丁は、災害復旧用オープンスペース又は施設の使用に際し、自己の責めに帰

すべき事由により、他の当事者または第三者に損害を及ぼしたときは、自己の責任と

負担において解決するものとする。 

 

（協議事項） 

第８条 この協定に定めない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度、甲、

乙、丙及び丁が協議して定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第９条 この協定は、平成２０年８月２６日から、その効力を有するものとし、甲、乙、丙

又は丁が書面をもって協定の終了を他の当事者に通知しない限り、その効力を  

持続するものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書４通を作成し、甲、乙、丙、丁記名押印のうえ、各自

その１通を保有する。 

 

平成２０年８月２６日 

 

鳥羽市鳥羽３丁目１－１ 

甲    鳥羽市長        木 田 久 主 一 

 

志摩市磯部町迫間２２番地 

乙    鳥羽志勢広域連合長   竹 内 千 尋 

 

津市丸之内２番２１号 

丙    中部電力株式会社 

執行役員三重支店長   川 瀬 富 治 

 

津市桜橋二丁目１４９番地 

丁    西日本電信電話株式会社 

三重支店長       手 島 幸 哉 
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別表 

災害復旧用オープンスペース一覧表              平成２０年８月現在 

 

 

  

名  称 所 在 地 番 面 積 
所有・ 

管理者 
備 考 

鳥羽志勢クリーンセンタ

ー芝生公園 

鳥羽市白木町 

２４７－１０及び 

２４７－７９ 

２，１００

㎡ 

鳥羽志勢広

域連合長 
 



- 72 - 

 

様 式 

 

                               年  月  日 

鳥羽市長    様 

 

                要請者 

住所   

 

氏名                 印  

 

災害時における災害復旧用オープンスペース使用要請書 

 

平成２０年８月２６日に締結した「災害時における災害復旧用オープンスペースに関す

る協定書」に基づき、下記のとおり使用を要請します。 

 

記 

 

１ 使用期間 

         年   月   日 ～      年   月   日 

 

２ 要請地及び施設名称 

名   称 所 在 地 番 面 積 所有者・管理者 備考 

鳥羽志勢クリーンセンター

芝生公園 

鳥羽市白木町 

２４７－１０及び 

２４７－７９ 

２，１００㎡ 
鳥羽志勢広域 

連合長 
 

    
 

    
 

※要請地及び施設名称を記載すること。 

 

３ 連絡先 

 

 

                                       以上 
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協定-21(1) 災害時における帰宅困難者に対する支援に関する協定書 
 

鳥羽市（以下「甲」という。）と三重県石油商業組合鳥羽支部（以下「乙」という。）とは、

地震災害時における帰宅困難者に対する支援に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、市内において東海地震、東南海・南海地震等大規模地震が発生し、交

通が途絶した場合において生じる帰宅困難者を支援するため、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（支援の内容） 

第２条 甲は、乙に対し、乙の組合員の給油所において、帰宅困難者に対する一時休憩所、

飲料水、トイレ等の提供及び地図等における道路の情報、ラジオ等で知り得た通行可能な

道路情報等の提供を要請することができる。 

２ 甲及び乙は、前項に定めない事項について、相互に協力を要請することができる。 

 

（支援の実施） 

第３条 甲及び乙は、前条の規定による要請を受けたときは、その緊急性に鑑み、可能な範

囲において、帰宅困難者に対する支援を実施するものとする。ただし、前条第１項の支援

に関しては、通信途絶等により要請行為が行えないことが想定されることから、乙は、積

極的に帰宅困難者を支援するよう努めるものとする。 

 

（経費の負担） 

第４条 前条に規定する支援に要した経費は、当該支援を実施した者が負担するものとす

る。 

 

（情報の交換） 

第５条 甲及び乙は、この協定が円滑に運用されるよう、平素から必要に応じて情報の交換

を行うものとする。 

 

（守秘義務） 

第６条 乙は、協定履行上知り得た秘密を外部に漏らし又は他の目的に利用してはならな

い。 

 

（協力組合員名簿の提出） 

第７条 乙は、所属する組合員のうち、この協定に基づく支援に協力できる者の名簿を毎年

１回提出するものとする。 

 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度

甲乙協議して定めるものとする。 
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（有効期間） 

第９条 この協定は、平成２０年１０月 ９日からその効力を有するものとし、甲、乙が文

書をもって協定の終了を通知しない限り、その効力を継続する。 

 

この協定の成立を証するため、本書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

る。 

 

平成２０年１０月 ９日 

 

甲 三重県鳥羽市鳥羽３丁目１―１ 

鳥羽市長 木田 久主一 

 

乙 三重県鳥羽市鳥羽４丁目１４―７ 

三重県石油商業組合鳥羽支部 

支部長 柴山 純一 
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協定-21(2) 災害時における石油類燃料の供給に関する協定書 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）と三重県石油商業組合鳥羽支部（以下「乙」という。）とは、

災害時における石油類燃料の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和３６年１１月１５日法律第２２３号）に定めら

れた災害及び大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号）第２条第１３号の規

定による警戒宣言が発せられた場合（以下「災害時」という。）において、甲が必要な石

油類燃料を調達することができるようにするための事項を定めるものとする。 

 

（協力体制の確保） 

第２条 災害時に必要な石油類燃料の調達及び安定供給を行うため、甲は、乙に対して情報

の提供及び必要な要請を行い、乙は、それを受けて乙の組合員に対して必要な指導を行う

ものとする。 

２ 乙は、災害時の石油類燃料の供給に関する協定を締結するにあたり、本協定に協力す

る組合員（以下「協力組合員」という。）の名簿を作成し、甲の要請に備えることとす

る。 

 

（協力の要請） 

第３条 甲は、災害時において石油類燃料を必要とするときは、乙に対して、石油類燃料の

供給及び石油類燃料の運搬について協力を要請することができる。 

 

（要請への協力） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、可能な範囲において、石油類

燃料の優先供給及び運搬について協力するとともに、協力組合員に必要な指示・指導を行

うものとする。 

 

（石油類燃料の供給） 

第５条 石油類燃料を優先供給する者は、協力組合員の中から乙が指定するものとする。 

 

（石油類燃料の運搬） 

第６条 石油類燃料を運搬する者は、協力組合員の中から乙が指定するものとする。 
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ただし、乙が指定できない場合は、甲又は甲が指定する者が行うものとする。 

２ 石油類燃料の引渡しは、甲の指定する場所とし、甲は、当該引渡し場所に職員を派遣し、

納品を確認の上、引き取るものとする。 

 

（費用の負担） 

第７条 第４条の規定により乙が供給した石油類燃料の対価及び乙が行った運搬の費用に

ついては、甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が指定した協力組合員が提出する出荷確認書に基

づき、災害時直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

（補償） 

第８条 甲は、第６条の規定により、甲又は乙の指定により石油類燃料の運搬に従事した者

が、その責に帰することができない事由により、死亡し、負傷し、疾病にかかり、又は障

害の状態になったときは「災害に伴う応急措置の業務に従事した者に対する損害補償に

関する条例（昭和３７年１０月１３日三重県条例第４６号）の規定に準じて、その損害を

補償するものとする。 

 

（守秘義務） 

第９条 乙は、協定履行上知り得た秘密を外部に漏らし又は他の目的に利用してはならな

い。 

 
（価格高騰の防止） 

第１０条 乙は、災害時において石油類燃料価格の高騰の防止に努めるものとする。 

 

（防災意識の向上） 

第１１条 乙は、組合活動を通じて、日常的に石油類燃料の備蓄、緊急対応設備の整備等組

合員の防災意識の向上に努め、甲は、乙に対して必要な協力を行うものとする。 

 

（協議） 

第１２条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都

度甲乙協議して定めるものとする。 
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（有効期間） 

第１３条 この協定は、平成２０年１０月 ９日からその効力を有するものとし、甲、乙が

文書をもって協定の終了を通知しない限り、その効力を継続する。 

 

この協定の成立を証するため、本書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

る。 

 

平成２０年１０月 ９日 

 

甲 三重県鳥羽市鳥羽３丁目１―１ 

鳥羽市長 木田 久主一 

 

乙 三重県鳥羽市鳥羽４丁目１４―７ 

三重県石油商業組合鳥羽支部 

支部長 柴山 純一 
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協定-22(1) 災害時における物資提供に関する協定 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）とコカ・コーラ セントラル ジャパン 株式会社（以下

「乙」という。）とは、災害時における物資提供について次のとおり協定する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時における飲料水(以下「物資」という。) の提供に関する

乙の甲に対する協力について、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力の内容） 

第２条 鳥羽市内に震度５弱の地震又はこれと同等以上の災害が発生し、又は発生する

恐れがある場合において、甲の災害対策本部が設置され、当該災害対策本部から物資

の提供について要請があった時、乙はこの協定の内容により協力するものとする。 

２ 乙は、第 1項の要請があった時は、鳥羽市内に設置した地域貢献型自動販売機（メ

ッセージボード搭載型）の機内在庫の製品を甲に無償で提供するものとする。 

また、機内在庫以外に乙は、物資を甲の指定する施設へ無償で提供するものとする。

無償提供する物資の数量は、甲、乙の協議により決定するものとする。 

３ 乙は、速やかに協力体制を整えるなど万全を期すものとする。ただし、道路不通及

び停電等により供給に支障が生じた場合は、甲との協議により対策を練るものとする。 

 

（申請の手続） 

第３条 甲は、この協定による要請を行う時は、救援物資（飲料水）提供要請書（様式

１）をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは口頭又は電話等により要

請することができるものとする。この場合、後日速やかに援助物資（飲料水）提供要

請書を提出するものとする。 

 

（有効期間） 

第４条 この協定の有効期間は、平成２０年１０月９日から平成２３年３月３１日まで

とする。 

ただし、有効期間満了の１カ月までに甲乙のいずれからもこの協定の解除の申出が

ない限り、更に１年間有効期間を延長するものとし、以後この例による。 

 

（協議） 

第５条 この協定に定めるものの他、この協定の実施に関して必要な事項その他この協

定に定めのない事項については、その都度甲乙間で協議して定めるものとする。 
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この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、各１

通を保有する。 

 

 

平成２０年１０月９日 

 

甲   三重県鳥羽市鳥羽三丁目 1―1                       

鳥羽市役所 

鳥羽市長 

               （印） 

 

 

乙    名古屋市東区砂田橋四丁目 1番 47号 

    コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社 

    常務執行役員 

営業副本部長                  

                (印） 
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様式１（第３条関係） 

 

救援物資（飲料水）提供申請書 

 

  年  月  日 

コカ･コーラ セントラル ジャパン株式会社 

代表取締役社長 髙橋 顕三様 

鳥羽市長      

 

災害時における救援物資（飲料水）の提供に関する協定第２条第２項の規定に

より、次のとおり要請します。 

 

飲料水の種類及び数量 

 

物資搬入希望日時  

物資搬入場所  

災害対策本部設置日  

電話要請日時  

電話要請者（鳥羽市） 

応答者(ｺｶ･ｺｰﾗｾﾝﾄﾗﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ株式会社) 
要請者：     応対者： 

物資搬入等における鳥羽市担当者 
鳥羽市(               ) 

氏名          電話 

その他 
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協定-22(2) 地域貢献型自動販売機の設置に関する覚書 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）とコカ･コーラ セントラル ジャパン株式会社（以下「乙」

という。）とは、災害時における物資提供に関する協定を補完するため、必要な事項につい

て、乙が所有する地域貢献型自動販売機（メッセージボード搭載型）（以下「自販機」とい

う。）の設置に関し、次のとおり覚書を締結する。 

 

(自販機等設置施設等) 

第１条 甲は、乙が自販機を甲の管理する施設に設置し、乙の商品を販売することを承諾す

る。 

自販機設置先については、別途作成する鳥羽市地域貢献型自販機設置一覧表(以下｢設置一

覧表｣という。) のとおりとする。 

２ 設置する自販機の機種名、管理番号は設置一覧表に記載のとおりとし、自販機の移動・増

減の管理は今後、この設置一覧表にて管理するものとする。 

 

(商品販売価格) 

第２条 自販機による商品の売価設定は次のとおりとする。 

商品形態 単位 売価（税込） 

缶・ペット １本 １２０円～１５０円 

 

（行政財産目的外使用料） 

第３条 甲は、第１条で定める自販機に係る行政財産目的外使用料については、「災害時の

物資提供に関する協定」の趣旨・目的に鑑み免除するものとする。 

 

 

（電気代相当額） 

第４条 乙は、自販機稼動に伴う電気代相当額として１台につき月額２，７５０円（税込）

を年１回甲が送付する納付書にもとづき、その指定する期日までに、その指定する銀行

口座へ振込みにより支払うものとし、その振込みに係る手数料は乙の負担とする。 

 

（有効期間） 

第５条 本覚書の有効期間は平成２０年１０月９日から平成２３年３月３１日とし、期間

満了の１か月前までに甲又は乙より異議申し立てがないときは自動的に１年間延長する

ものとし、以後も同様とする。 
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（商品補充等の維持管理） 

第６条 甲は、乙の従業員又は乙の指定する業者が、商品補充・代金の回収・自販機の保全

修理のために設置先へ立ち入ることを許可する。 

 

（自販機の保全協力） 

第７条 甲は、努めて自販機の保全に協力するとともに、故障発生時には可能なかぎり乙へ

連絡するものとする。 

 

（自販機の設置費用等） 

第８条 自販機の設置、交換、移動、撤去は乙の費用と責任にて行うものとする。なお、甲・

乙双方の承諾なしに、自販機を移動、撤去できないものとする。 

 

（故障時等の措置） 

第９条 乙は、自販機の点検に努め、万一故障又は損傷が生じた場合は、速やかに必要な

措置をとるものとする。なお、修理に要した費用は、甲の責に帰すべきものを除きすべ

て乙が負担するものとする。 

 

（覚書の解約） 

第１０条 自販機設置箇所が甲において公用に供する必要が生じた場合等や、販売数量が

著しく減少する等、本覚書の継続が困難な場合は、甲・乙協議の上、本覚書を解約するこ

とができるものとする。 

 

（覚書の解除） 

第１１条 甲・乙に次の各号の一に該当する事由が生じたときは、通知・催告を要せず直

ちに、本覚書を解除することができる。 

⑴ 本覚書の各条項に違反し、催告されても１ヶ月以内に履行されないとき 

⑵ その他、前各号に類する事態が生じ、乙・甲双方に対する信用不安が生じたとき 

 

（解約後の自販機の撤去） 

第１２条 有効期間満了等により、本覚書を解約した場合、乙は自販機を直ちに撤去する。 

 

（秘密保持） 

第１３条 甲及び乙は、本覚書の内容およびこれに付随する一切の事項ならびに甲・乙双

方から知りえた秘密事項及び個人情報等を本契約期間中は勿論、本覚書終了後といえど

も利用してはならず、また、相手方の事前の承諾がない限り第三者に許可なく開示又は

漏洩してはならない。  
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(自販機における売価変更) 

第１４条 新商品の発売及び売価変更等により、第２条に定める売価以外の商品を自販機

で販売する場合は、相互が保管する本覚書の特記欄に変更額を記載することに同意する。 

 

（その他） 

第１５条 本覚書に定めのない事項については、甲・乙が信義・誠実の原則に基づき協議

し、円満に解決するものとする。 

 

    平成２０年１０月９日 

 

（甲）住  所 三重県鳥羽市鳥羽市三丁目１－１ 

鳥羽市役所 

鳥羽市長  木田 久主一  

 

      

（乙） 住  所 名古屋市東区砂田橋四丁目 1番 47号 

        コカ・コーラ セントラル ジャパン株式会社 

        法人営業統括部 

 法人第一営業部長 菊池 健三  
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協定-23 災害時における協定 
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協定-24 地震・津波・風水害等の災害応急工事に関する協定書 

 

 鳥羽市（以下「甲」という。）と鳥羽商工会議所（以下「乙」という。）は、地

震・津波・風水害等の災害（以下「災害」という。）が発生した場合の被災状況

等の調査及び災害応急工事の施工に関して次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲の管理する道路、河川、漁港等の公共土木施設（以下「公

共施設」という。）に災害が発生した際に、甲、乙が協力し連絡調整を図り、

速やかに調査及び災害応急工事を実施し、機能の確保及び回復を図ることを

目的とする。 

  また、大規模地震等に際しては甲の管理する道路以外の主要道路について

も２者が協力し、緊急輸送に必要な道路の確保のための状況調査を行うもの

とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において「調査」とは、公共施設と緊急輸送に必要な道路等の

被災状況把握及び災害応急工事の計画・施工に関する調査とする。 

２ 「災害応急工事」とは、２次災害の発生・誘発の恐れがある場合及び緊急物

資や復旧作業に係る人員輸送ルートの確保等、緊急に対策が必要な場合にお

ける仮復旧工事及び仮設工事等とする。 

３ 「会員」とは、乙が組織する建設運輸部会会員のうち本業務に従事するもの

とする。 

 

（協力要請） 

第３条 甲は、調査及び災害応急工事を実施する必要がある際は、乙に別紙要請

書により協力を要請する。 

２ 乙は、前項の要請があった際は、速やかに会員に連絡し、調査及び災害応急

工事の実施について甲に協力するものとする。 

 

（緊急連絡応援体制ネットワーク） 

第４条 甲及び乙は、協力要請や情報共有のため、緊急連絡応援体制ネットワー

クを確立するものとする。 

 

（調査及び災害応急工事の実施） 

第５条 会員は、甲の指示に従い調査及び災害応急工事を実施するものとする。

但し、緊急を要する場合で連絡が不可能である場合は、会員の判断により被災
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状況等の調査及び災害応急工事を実施するものとする。 

２ 前項の緊急を要する場合で連絡が不可能である場合に実施された調査及び

災害応急工事については被災後３日以内に着手前の状況、施工数量等を写真

及び計算書等で甲に報告し、甲は直ちに乙と協議を実施し要請書を作成する

ものとする。 

３ 甲の要請する災害応急工事及び前項で会員が実施する災害応急工事の内容

については、次のとおりとする。 

・ 公共施設及び緊急輸送ルートの状況の調査 

・ 崩土、倒木等の交通障害物の除去 

・ 増破防止措置 

・ 仮復旧及び仮設工事 

・ 構造物等の安定計算及び設計 

・ 避難所及び収容施設の応急補修 

・ 応急建築資材の収集 

・ その他必要な措置 

４ 前項の内容のほか、船舶による海上輸送等の災害応急対策の実施のために 

必要な資機材等の輸送及び災害救助に必要な生活必需品等の輸送業務につい 

ても協力体制を図るものとする。 

 

（応急建築資材の収集等） 

第６条 会員は、災害時に甲が実施する災害対策に必要な資機材使用の要請が 

あった場合は、可能な範囲で提供するものとする。また、甲は会員の保有備 

蓄資機材に関して把握することができるものとする。 

 

（費用の精算） 

第７条 甲は、第３条の協力要請に要した費用について、第５条において実施さ

れた内容を確認し、災害発生時の甲の採用する積算基準等により精算を行う。 

 

（従事者の災害補償） 

第８条 第５条の規定において会員の業務従事者が、その責に帰することがで

きない事由により負傷し、若しくは疾病にかかり、又は死亡した場合の損害補

償は、労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）により行うものとす

る。ただし、労働者災害補償保険法が適用されない場合は鳥羽市消防団員等公

務災害補償条例（昭和 41年条例第 16号）の例により、甲が補償するものとす

る。  
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２ 乙又は乙の会員は、前項の事実の発生後速やかに、その状況を書面により甲

に報告し、その処置について甲と、乙又は乙の会員は協議して定めるものとす

る。 

 

（協定の有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から起算して１年間とする。但し、

期間満了の日から３０日前までに、甲、乙がこの協定を終了させる意思表示が

ない場合は、期間満了の翌日から起算して１年間この協定を更新するものと

する。 

 

（協議事項） 

第１０条 この協定に定めのない事項及び協定内容に疑義が生じたときは、そ

の都度双方で協議して定めるものとする。 

 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲、乙押印のうえ各１通を保有す

るものとする。 

 

 

平成２２年６月４日 

 

   

               鳥羽市鳥羽三丁目１番１号 

甲  鳥羽市 

               鳥羽市長  木田 久主一 

 

 

 

   

 

 

 鳥羽市大明東町１番７号 

乙  鳥羽商工会議所 

   会頭  吉田 謙一 
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協定-25(1) 災害時の医療救護活動に関する協定書 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）と社団法人志摩医師会（以下「乙」という。）とは、災

害時における医療救護活動に関し、次のとおり協定を締結する。 
 

（総則） 

第１条 本協定は、鳥羽市地域防災計画（以下「防災計画」という。）に基づき、甲が

行う災害時における医療救護活動に対する乙の協力に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 
 

（災害医療救護活動計画） 

第２条 乙は、災害時における医療救護活動の円滑な実施を図るため、災害医療救護活

動計画を策定し、甲に提出するものとする。 

２ 乙は、災害医療救護活動計画の内容を変更したときは、変更事項を速やかに甲に提

出するものとする。 
 

（医療救護班の派遣） 

第３条 甲は、防災計画に基づき、医療救護活動を実施する必要が生じた場合は、乙に

医療救護班の派遣を要請するものとする。 

２ 乙は、前項に規定する要請を受けたときは、医師及び看護師等で構成する医療救護

班を第 5 条に規定する救護所に派遣するものとする。 

３ 甲は、乙に対し、医療救護班の派遣を要請する場合は、次の事項を示した文書又は

電話等により行うものとする。 

(1) 災害発生の日時及び場所 

(2) 災害の発生原因及び状況 

(3) 出動に要する人員数、医薬品及び資器材等の種類 

(4) その他必要と認められるもの 

４ 乙は、甲の要請を受ける前に緊急やむを得ない事情により医療救護班を派遣した場

合には、その旨を速やかに甲に報告するとともに、甲の承認を受けるものとする。 
 

（医療救護班の輸送） 

第４条 医療救護班は、原則として、タクシー等の交通機関又は班員の所有する車両等

により、次条に規定する救護所に直行するものとする。ただし、災害の状況等により

前段の車両等の利用が困難であるときは、甲の調達する車両等を活用するものとする。 

２ 傷病者の収容医療機関への輸送は、乙の指示に基づき甲が行うものとする。 
 

（救護所） 

第５条 甲は、災害の状況等により、必要に応じて現地に救護所を設置するものとする。 

２ 甲は、前項に定めるもののほか、災害の状況等により必要があると認めるときは、

被災地周辺の収容医療機関内に、乙及び乙の会員の協力のもと救護所を設置すること
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ができる。 
 

（医療救護班の業務） 

第６条 医療救護班は、甲が設置する救護所及びその他指示する場所において医療救護

活動を行うものとする。 

２ 医療救護班の業務は、次のとおりとする。 

(1) 被災者の状態判定 

(2) 後方支援医療機関への搬送の要否及び優先順位の判定 

(3) 傷病者に対する応急処置及び必要な医療行為 

(4) 死亡の確認 

(5) その他状況に応じた処置 
 

（医療救護班に対する指揮） 

第７条 医療救護班に係る指揮命令は、乙の災害医療救護活動計画に基づき、乙が行う

ものとする。 
 

（連絡調整） 

第８条 医療救護班の医療救護活動に係る連絡調整は、甲及び乙の指定する者が協議し

て行うものとする。 
 

（医薬品等の調達） 

第９条 医療救護班が使用する医薬品等は、原則として当該医療救護班が携行するもの

のほか、乙から要請があった場合は、甲が調達するものとする。 

２ 救護所等において必要となる物資は、甲が調達するものとする。 
 

（医療費の取扱い） 

第 10 条 第 5 条に規定する甲が設置する救護所等における傷病者の医療費は、原則と

して無料とする。 

２ 災害拠点病院等の後方支援医療機関における医療費は、原則として患者負担とする。 
 

（費用弁償） 

第 11 条 甲の要請により乙が医療救護活動を実施した場合に要する次に掲げる費用は、

甲の負担とする。 

(1) 医療救護班の派遣に要する経費 

(2) 医療救護班が携行した医薬品等のうち、実際に使用したものの実費弁償 

(3) 医療救護班が携行した医薬材料等を滅失損傷した場合の実費弁償 

(4) 医療救護班が公共交通機関等を利用した場合の実費弁償 

２ 第５条第２項の規定により収容医療機関に救護所を設置した場合において、乙の医

療救護活動に起因する収容医療機関の施設に損傷が生じたときの修繕費、前項第１号

及び第２号に掲げる経費及び光熱水等の実費弁償 
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（災害補償） 

第 12 条 甲の要請に基づき医療救護活動に参加している間、及び救護所との往復の途

上において負傷し、疾病に罹り又は死亡した場合の災害補償は、「鳥羽市消防団員等

公務災害補償条例（昭和 41 年鳥羽市条例第 16 号）」の規定を準用するものとする。 
 

（医事紛争の処理） 

第 13 条 この協定に基づき実施した医療救護活動において患者との間に医事紛争が発

生したときは、甲の責任において処理するものとし、乙又は従事医師に求償しないも

のとする。 
 

（災害救助法との関係） 

第 14 条 当該災害が災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）による指定を受けた場合

は、本協定はその指定を受けた日から災害救助法の定めるところによる。 
 

（委任） 

第 15 条 この協定を実施するための必要な事項については、別に定めるものとする。 
 

（協議） 

第 16 条 この協定に定めのない事項及び実施にあたって疑義を生じた場合は、甲、乙

協議のうえ定めるものとする。 
 

（協定の期間） 

第 14 条 この協定の有効期間（以下「協定期間」という。）は、協定締結の日から平成

23 年 3 月 31 日までとする。ただし、協定期間の満了する１月前までに、甲又は乙か

ら協定を更新しない旨の意思表示がない場合は、協定期間満了の日の翌日から更に１

年間更新するものとし、以後においても同様とする。 
 

この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各１通を保有

するものとする。 
 
 

 平成 22 年 10 月１日 
 
 

甲 鳥羽市鳥羽三丁目 1 番 1 号 

  鳥羽市 

   鳥羽市長 木 田 久主一 

 

 

乙 志摩市阿児町鵜方 2548 番地 2 

  社団法人 志摩医師会 

   会 長  岡 宗 眞一郎 
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協定-25(2) 災害時の医療救護活動に関する協定書実施細目 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）と社団法人志摩医師会（以下「乙」という。）とは、平

成 22 年 10 月１日付けをもって締結した「災害時の医療救護活動に関する協定書」（以

下「協定書」という。）第 15 条の規定に基づき、実施細目を次のとおり定める。 

 

（連絡調整責任者） 

第１条 協定書第８条に規定する連絡調整を行うにあたり、甲及び乙の指定する者は、

次のとおりとする。 

 甲の指定する者  鳥羽市健康福祉課長 

 乙の指定する者  救急災害医療担当理事 

 

（緊急連絡網の整備） 

第２条 甲及び乙は、協定書第３条に規定する医療救護活動の要請及び実施を迅速、か

つ、円滑に行うため緊急連絡網を整備し、相互に共有するものとする。 

 

（医療救護班の編成） 

第３条 医療救護班は、医師、看護師その他補助要員により構成する。 

２ 班長は、医師が行う。 

３ 班長は、必要に応じて甲の消防救急隊員及び保健師等の支援を求めることができる。 

 

（医療救護活動の実施場所） 

第４条 医療救護班は、協定書第５条に規定する救護所において、同第６条に規定する

業務にあたるものとする。ただし、必要があると認められる場合は、救護所以外の災

害現場において業務を行うものとする。 

 

（派遣を要する災害の程度） 

第５条 協定書第３条第１項に規定する「医療救護活動を実施する必要が生じた場合」

とは、集団的に多数の傷病者が発生している場合とする。 

 

（派遣要請の方法） 

第６条 協定書第３条第１項に規定する派遣要請は、鳥羽市長から社団法人志摩医師会

長に対して行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ないと判断されるときは、甲の指定する連

絡調整責任者から乙の指定する連絡調整責任者に直接派遣要請をすることができる

ものとする。 
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３ 乙は、甲の派遣要請を受ける前に緊急やむを得ない事情により独自の判断で医療救

護班を派遣した場合には、その旨を速やかに甲に報告するとともに、甲の承認を受け

るものとする。 

 

（連絡調整事項） 

第７条 協定書第８条に規定する連絡調整事項は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 医療救護班の編成に関すること 

(2) 医療救護班の移動に関すること 

(3) 救護所の設置に関すること 

(4) 死亡者に関すること 

(5) 後方支援医療機関に関すること 

(6) 医薬品及び医療材料に関すること 

(7) その他医療救護活動に関すること 

 

（医療救護活動従事者の費用弁償） 

第８条 協定書第 11 条第１項に規定する医療救護活動に従事する者に対する費用弁償

の額は、鳥羽市休日・夜間応急診療所の従事者に支給する報償金の額を準用する。 

 

（費用弁償等の請求） 

第９条 協定書第 11 条に規定する費用弁償等の請求の手続きは、次の各号の定めると

ころによる。 

(1) 第１号の場合 

医療救護班派遣費用弁償請求書（様式第 1 号）に、各医療救護班ごとの医療救

護活動報告書（様式第１－1 号）を添付して請求する。 

(2) 第２号の場合 

医療救護活動実費弁償請求書（様式第 2 号）に、医薬品、医療材料等使用報告

書（様式第 2－1 号）を添付して請求する。 

(3) 第３号の場合 

医療救護活動実費弁償請求書（様式第 2 号）に、物品等損害報告書（様式第 2

－2 号）を添えて請求する。 

(4) 第４号の場合 

交通機関等利用実費弁償請求書（様式第 3 号）により請求する。 

(5) 第２項の場合 

医療施設等に損傷が生じたときの修繕費は、医療救護活動実費弁償請求書（様

式第 2 号）に物品等損害報告書（様式第 2－2 号）及び関係業者の見積書を添え

て請求するものとし、その他については、前各号の規定を準用する。 
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２ 乙は、医療救護活動を実施したときは、活動終了後、速やかに前項に規定する書類

を取りまとめ、甲に請求するものとする。 

３ 甲は、乙から請求を受理したときは、速やかに支払うものとする。 

 

（事故報告） 

第 10 条 協定書第 12 条の規定に該当する事故が発生した場合は、乙は、速やかに事

故報告書（様式第４号）に、事故傷病（死亡）者概要（様式第５号）を添えて甲に提

出するものとする。 

 

（通信施設の整備） 

第 11 条 甲は、乙との連絡体制を迅速、かつ、円滑に実施するため、救護所に消防無

線の移動局を配備するよう努めるものとする。 

 

この実施細目の締結を証するため本書 2 通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各 1 通

を保有するものとする。 

 

 

平成 22 年 10 月１日 

 

 

甲 鳥羽市鳥羽三丁目 1 番 1 号 

  鳥羽市 

   鳥羽市長 木 田 久主一 

 

 

乙 志摩市阿児町鵜方 2548 番地 2 

  社団法人 志摩医師会 

   会 長  岡 宗 眞一郎 
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協定-26 災害時の情報交換に関する協定 
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協定-27(1)～(4) 災害時相互応援協定書 

※ 同一内容で岐阜県美濃市(1)、長野県大町市(2)、同県飯島町(3)、兵庫県三田市(4) 

 

 鳥羽市（以下「甲」という。）及び美濃市（以下「乙」という。）は、相互扶助の精神に基

づき、災害（災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号。以下「法」という。）第２条第１号

に規定する災害をいう。以下同じ。）の発生時において相互に応援をすることについて次の

ように協定を締結する。 

 

 （相互に行う応援） 

第１条 甲及び乙は、そのいずれかの区域において災害が発生した場合に、当該その区域に

おいて災害が発生した市（以下「被災市」という。）に対し、もう一方の市が被災市の行

う災害応急対策に関し応援を実施する。 

２ 前項の規定により行う応援は、応援を行う市（以下「応援市」という。）の長において

過剰な負担とならないと認められる範囲において、実施するものとする。 

 （応援の内容） 

第２条 前条の規定により行う応援の内容は次の各号に規定するものとする。 

(1) 次の事項を行うために必要な物資、機材又は車両の譲与又は貸付け 

ア 被災者の救難、救護その他保護の実施 

イ 医療 

ウ 防疫 

エ 災害の拡大を防止するために必要な応急措置の実施 

オ 被災市の公用又は公共用施設の応急的な復旧 

カ 食料、飲用水その他生活必需品又は応急措置に必要な物資の運搬 

(2) 前号カに規定する物の譲与 

(3) その他被災市から応援市に対し要請のあった事項 

(4) 職員を被災地において前各号に規定する応援の内容に従事させること。 

 （応援の要求の手続） 

第３条 被災市は、前２条の規定による応援を受けようとするときは、法第 67条第１項の

規定により応援市に応援を求めるものとする。 

２ 前項の規定により応援を求める方法は、次に掲げる事項について、状況に応じ可能な範

囲内において明らかにして電話その他の早期に情報の伝達が可能な方法により連絡する

ことによるものとする。なお、口頭により応援を要請した場合は、後日、速やかに書面で

送付するものとする。 

(1) 災害による被害の状況 

(2) 譲与又は貸付けを受けたい物資、機材又は車両の品目、規格及び数量 

(3) 前条第４号の規定により応援に従事する職員（以下「応援従事職員」という。）の職

種及び人数 
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(4) 応援を受けたい期間 

(5) 応援の実施に係る場所 

(6) その他応援を受けるに当たり必要な事項 

３ 前項の規定によるもののほか、被災市が応援を求めるに際しては、甲乙が別に定めると

ころにより、災害の種類、その発生日時その他の必要事項を記載した書面を応援市に送付

するものとする。 

 （応援の実施等） 

第４条 応援市は、前条の規定による応援の求め（以下「応援の要求」という。）を受けた

ときは直ちに可能な範囲内において応援を実施するものとする。 

２ 応援市は、応援の要求がない場合において、被災市に対し応援を行うべきと認めたとき

は、必要と認めた範囲において応援を実施するものとする。 

３ 応援の要求を受けた市が応援を実施できない場合は、速やかに被災市にその旨を通知

しなければならない。 

 （指揮権） 

第５条 応援従事職員は、法第 67条第２項により被災市の長の指揮の下に行動するものと

する。 

 （応援経費の負担） 

第６条 応援に要する経費は、法令に定めがあるものを除くほか、法第 92条の規定により

被災市が負担することを原則とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第４条第２項の規定による応援の要求がない場合の応援に

要する経費は、法令に定めがあるものを除くほか、応援市が負担するものとする。 

３ 応援従事職員に支払われるべき給料、手当及び旅費は、法令に定めのあるものを除くほ

か、応援市が負担するものとする。 

４ 応援に要する経費について前３項の規定によりがたいときは、その都度甲乙が協議し

て定める。 

（災害補償等） 

第７条 応援従事職員がその職務上負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡した場合又は当該

負傷若しくは疾病の治癒後において障害を有するに至った場合における補償は、法令の

規定によるもののほか応援市の負担により行うものとする。 

２ 応援従事職員がその職務上第三者に損害を与えた場合は、その損害の原因となった事

由が応援市と被災市の往復の途上において発生したものであるときを除き、被災市が賠

償の責務を負うものとする。 

３ 前項の規定により被災市が賠償の責務を負う場合において第三者から応援市に損害賠

償の請求があり、応援市が損害賠償を行ったときは、被災市は当該行われた損害賠償の額

に相当する額を応援市に支払うものとする。 
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４ 第２項の規定により応援市が賠償の責務を負う場合において第三者から被災市に損害

賠償の請求があり、被災市が損害賠償を行ったときは、応援市は当該行われた損害賠償の

額に相当する額を被災市に支払うものとする。 

 （連絡窓口） 

第８条 甲及び乙は、必要な情報を相互に交換し、応援を円滑に行うことができるようあら

かじめこの協定の 

実施に関する連絡を担当する部署を定めるものとする。 

（立会い） 

第９条 この協定は、鳥羽市議会議長及び美濃市議会議長を立会人とし、その立会いのもと

で締結するものとする。 

２ 立会人は、前項の規定による立会いをすることによって、この協定書に定められた事項

について何ら責任を負うものではない。 

（補則） 

第 10条 この協定に定められた事項の実施に関し、この協定書に定めのない事項又は疑義

が生じた事項については、甲乙が協議して定める。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書を作成し、甲、乙及び立会人それぞれ署名押印の

上、各１通を保有する。 

 

 平成２３年１０月１７日 

 

甲   鳥羽市 

鳥羽市長 木田 久主一 

 

乙   美濃市 

美濃市長 石川 道政 

 

立会人 

鳥羽市議会 

議長   坂倉 紀男 

 

立会人 

美濃市議会 

議長   山口 育男 
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協定-27（5） 災害時相互応援協定 
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協定-28 災害時の葬祭業務に関する協定 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）と三重県葬祭業協同組合（以下「乙」という。）  

とは、鳥羽市内に地震、風水害、その他の災害（以下「災害」という。）が発生し、 

多数の死者が集中的に発生した場合における葬祭用品の供給等の協力に関し、 

次のとおり協定を締結する。 

 

(総則) 

第１条 この協定は、災害により多数の死者が集中的に発生した場合における葬祭用品の

供給等に係る甲及び乙の協力に関し、必要な事項を定める。 

 

(協力要請) 

第２条 甲は、災害時の葬祭用品の供給等を必要とするときは、乙に対し葬祭用品の供給等

の協力を要請することができることとし、乙は、次の各号に掲げる葬祭用品の供給等の

協力を甲にするものとする。 

  ① 棺(棺用マット、棺布団、棺覆、仏衣、ドライアイスを含む)の供給 

  ② 骨壷、骨箱(骨箱覆、骨上げ箸を含む)の供給 

  ③ 埋葬又は火葬に至るまでの業務（納棺、運搬を含む)の供給 

  ④ その他甲が指定する業務 

２ 前項に規定する葬祭用品の仕様については、別表１のとおりとする。 

 

(要請の方法) 

第３条 甲は、前条に掲げる協力要請を乙に行う際には、甲が乙に別紙協力要請書(様式第 

  １号) により要請するものとする。 

２ 前項に規定する要請書による要請について、特に急を要する場合や書面による連絡が

不可能な場合などは、甲は口頭での要請も行えるものとするが、この場合でも遅滞なく

乙に対し書面による要請を行うものとする。 

 

(協力の実施) 

第４条 乙は、前条の要請を受けたときは、誠実に実施するものとする。 

 

(報告) 

第５条 乙は、前条の規定に基づき実施したときは、乙は甲に別紙業務実績報告書(様式  

第２号) により報告するものとする。 

 

(経費の負担) 

第６条 乙の協力に要した費用については、甲が負担するものとする。 
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(経費の請求) 

第７条 乙は、葬祭用品の供給等の実績を集計し、甲に請求するものとする。 

 

(経費の支払) 

第８条 甲は、前条の規定に基づき、乙から支払の請求があった場合には、速やかに支払う 

  ものとする。 

 

(価格の決定) 

第９条 甲が負担する経費の価格は、災害救助法施行細則（昭和 40年三重県規則第 11号）  

に定められた費用の限度額の範囲内で、甲、 乙協議し、決定するものとする。 

 

(協議) 

第１０条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上、 

   決定するものとする。 

 

(有効期限) 

第１１条 この協定の有効期限は、締結の日から平成 25年３月 31日までとする。ただし、

有効期間満了の日の１ヶ月前までに、甲乙双方から協定解除の申し出がないときは、協

定期間満了の翌日から起算して１年間延長するものとし、以後同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、この本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通 

を保有する。 

 

平成 24年 2月 16日 

 

甲 三重県鳥羽市鳥羽３丁目１番１号 

                   鳥羽市 

                     鳥羽市長 木田 久主一 

 

                乙 三重県津市桜橋３丁目２８６番地 

                   三重県葬祭業協同組合 

                     理事長  山本 善巳  
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様式第１号 

 

第     号 

年  月  日 

 

三重県葬祭業協同組合 理事長 様 

 

 

鳥羽市長     印 

 

 

協  力  要  請  書 

 

 

   災害時の葬祭業務に関する協定書第３条の規定に基づき、次のとおり協力を  

要請します。 

注：要請内容の欄には、棺及び葬祭用品の必要数を記載して下さい。 

 

 

要 請 担 当 者 

担 当 者 名          鳥羽市     課 

連絡先電話番号 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

口頭、電話等により 

連 絡 し た 日 時 
    年  月  日（ ）    時   分 

要 請 理 由  

要 請 内 容  

供 給 場 所  

履 行 期 間  

備   考  
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様式第２号 

 

第     号 

年  月  日 

 

鳥羽市長 様 

 

    三重県葬祭業協同組合     

 理事長         印 

 

 

業 務 実 績 報 告 書 

 

 

災害時の葬祭業務に関する協定書第５条の規定に基づき、次のとおり実績を  

報告します。 

 

 

 

要請依頼番号 

及び日時 

      年  月  日付 第     号 

供 給 内 容  
   

供 給 場 所   

履 行 期 間  年  月  日  ～  年  月  日 

連 絡 先 

( 担 当 者 ) 

 

備   考   
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別表１ 

 

品  目 仕       様 備  考 

寝   棺 
桐プリント平蓋 窓付 

長 1,800mm×幅 530mm×高 395mm 

 

大   棺 
桐プリントＲ蓋 窓付 

長 1,900mm×幅 560mm×高 420mm 

 

小   棺 
桐プリント平蓋 子供用２尺 

長 600mm×幅 297mm×高 230mm 

 

寝棺マット 吸水シート（ポリマー入）  

棺   覆 無地（窓付） 寝棺用 

棺 布 団 綿入三点セット（枕・敷布団・掛布団）  

仏   衣 無地（大・足袋付）  

骨   壷 
(大) 白 磁 ６号     (中) 白 磁 ５号 

(小) 白 磁 ４号 

 

骨  箱 
(大) 桐 箱 ７号     (中) 桐 箱 ６号 

(小) 桐 箱 ５号 

 

骨 箱 覆 
(大) 金・銀７号     (中) 金・銀６号 

(小) 金・銀５号 

 

骨 上 箸 袋入  

 

※ 協議のうえ変更する場合もある。 

 

 

 

 

 

※ 同内容で協定締結している組織 

  三重県鳥羽市鳥羽三丁目 15番 9号 光造花 
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協定-29 災害時における宿泊施設等の使用に関する協定書 
 

 災害時に宿泊施設等を津波避難場所としての使用に関し、株式会社鳥羽国際ホテル

（以下「甲」という。）と 鳥羽市（以下「乙」という。）との間において，次のとおり

協定する。 
 

（目的） 

第１条 この協定は、鳥羽市内に地震、津波が発生し、または発生するおそれがある 

場合における津波避難場所（以下「津波避難場所」という。）として、甲の所有する

鳥羽国際ホテルを使用することについての必要な事項を定めることを目的とする。 
 

（使用用途） 

第２条 この協定による施設使用用途は、津波避難場所とする。 
 

（使用変更の報告） 

第３条 甲は、何らかの事情により津波避難場所としての使用が不可能となるときに

は、 

乙に連絡するものとする。 
 

（使用期間） 

第４条 使用施設の使用期間は、強い地震を感じたとき、弱い地震であっても長い時

間 

ゆっくりとした揺れを感じたとき、または津波警報が発表されたときから、津波警

報の解除等により津波のおそれがなくなったときまでとする。 
 

（費用負担） 

第５条 施設の使用料は無料とする。 
 

（施設・備品の破損時等の対応） 

第６条 使用施設が津波避難場所として使用された場合の施設の破損については、 

乙が復旧に係る費用を負担するものとする。ただし、地震、津波等の災害により損

傷した箇所については、この限りではない。 
 

（避難時の事故等に係る責任） 

第７条 甲は、使用施設に地域住民等が避難した際に発生した事故等に対する責任を 

一切負わないものとする。 
 

（有効期間） 

第８条 この協定の締結期間は、協定の日から平成２４年４月１日から平成２５年

３月 

３１日までとする。 
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２ 前項の期間満了の日の１か月前までに、甲、乙いずれかから申し出がない場合

は、 

この協定は期間満了の日の翌日から更に１年間更新されるものとし、以降も同様とする

。 

（協議事項） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、そ

の 

都度、甲、乙双方が協議して定めるものとする。 
 

(その他) 

第 10条 鳥羽市内において震度５強以上の地震が発生した場合、甲、乙双方の協議に

より避難所として使用できるものとする。 
 

 上記協定の証として、協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有す

る。 
 

 平成２４年２月２４日 
 
 

甲  三重県鳥羽市鳥羽１丁目２８３－１ 

    株式会社鳥羽国際ホテル 

 ㊞ 
 

乙  三重県鳥羽市鳥羽三丁目１－１ 

    鳥羽市 

                         ㊞ 

 

 

 

※1 同内容で協定締結している宿泊施設等 

 ①扇芳閣、②鳥羽グランドホテル、③湯快リゾート鳥羽 彩朝楽、 

 ④ガーデンヒルズ利平治、⑤サン浦島 悠季の里、⑥ホテル芭薪萃、 

 ⑦和風旅館 新八屋、⑧五感の宿 慶泉、⑨リゾートヒルズ豊浜、 

 ⑩別館すずき、⑪民宿旅館 山川、⑫御宿 瀬乃崎 

 

※2 第 10条を除く内容で協定締結している施設 

  ⑬てんぐ山、⑭与吉屋、⑮中山かき直売所、⑯陽光苑 
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協定-30 災害時における物資供給に関する協定書 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）とＮＰＯ法人コメリと災害対策センター（以下「乙」とい

う。）は、災害時における物資の供給に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

（以下「災害時」という。）において、甲が乙と協力して、物資を迅速かつ円滑に被災地

へ供給するために必要な事項を定めるものとする。 

（協定事項の発効） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が、災害対策本部を設置し、

乙に対して要請を行なったときをもって発動する。 

（供給等の協力要請） 

第 3 条 甲は、被災時において物資を調達する必要があると認めるときは、乙に調達が可

能な物資の供給を要請することができる。 

（調達物資の範囲） 

第４条 甲が、乙に供給を要請する物資の範囲は、次に掲げるもののうち、乙が調達可能な

物資とする。 

（１） 別表に掲げる物資 

（２） その他甲が指定する物資 

（要請の方法） 

第５条 第３条の要請は、調達する物資名、数量、規格、引渡場所等を記載した文書をもっ

て行なうものとする。ただし文書をもって要請するいとまがないときは、電話等で要請し、

その後速やかに文書を交付するものとする。 

（物資の供給の協力） 

第６条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、物資の優先供給に努めるもの

とする。 

２ 乙は、物資の供給を実施したときは、その供給の終了後速やかにその実施状況を報告書

により甲に報告するものとする。 

（引渡し等） 

第７条 物資の引渡場所は、甲が指定するものとし、その指定地までの運搬は、原則として

乙が行うものとする。ただし、乙が自ら運搬することができない場合は、甲が定める運送

手段により運送するものとする。 

２ 甲は、乙が前項の規定により物資を運搬する車両を優先車両として通行できるよう配

慮するものとする。 
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（費用の負担） 

第８条 第６条の規定により、乙が供給した物資の代金及び乙が行った運搬等の経費は、甲

が負担するものとする。 

２ 前項に規定する費用は、災害発生直前における小売価格等を基準とし、甲と乙が協議の

上速やかに決定する。 

 （費用の支払い） 

第９条 物資の供給に要した費用は、乙の請求により、甲が支払うものとする。 

２ 甲は前項の請求があったときは、その内容を確認し、速やかに費用を乙に支払うものと

する。 

 （情報交換） 

第 10 条 甲と乙は、平常時から相互の連絡体制及び、物資の供給等についての情報交換を

行い、災害時に備えるものとする。 

 （協議） 

第 11 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上定

するものとする。 

（有効期間） 

第 12 条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって

協定の終了をしない限り、その効力を有するものとする。 

  

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有す

る。 

 

 

 平成２４年 ３月 １日 

 

 

               三重県鳥羽市鳥羽三丁目１－１ 

           甲     

鳥羽市長 木 田 久主一 

 

 

 

新潟県新潟市南区清水４５０１番地１ 

           乙   ＮＰＯ法人 コメリ災害対策センター 

                 理事長  捧  賢  一 
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別表 

災害時における緊急対応可能な物資 

大分類 主な品種 

作業関係 

 

 

 

 

 

日用品等 

 

 

 

 

 

 

水関係 

 

冷暖房機器等 

 

電気用品等 

 

 

トイレ関係等 

作業シート、標識ロープ、 

ヘルメット、防塵マスク、簡易マスク、 

長靴、軍手、ゴム手袋、皮手袋、 

雨具、土のう袋、ガラ袋、 

スコップ、ホースリール 

 

毛布、タオル、 

割箸、使い捨て食器、 

ポリ袋、ホイル、ラップ、 

ウェットティッシュ、マスク、 

バケツ、水モップ、デッキブラシ、雑巾 

簡易ライター、使い捨てカイロ 

 

飲料水、水缶 

 

大型石油ストーブ、木炭、木炭コンロ 

 

投光器、懐中電灯、乾電池、 

カセットコンロ、カセットボンベ 

 

緊急ミニトイレ 
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協定-31 災害時における協定書 

 

社会福祉法人あしたば福祉会(以下｢甲｣という。)と鳥羽市(以下｢乙｣という。)とは、災害発生

時等に、乙が津波避難場所及び風水害等避難所(以下｢避難所等｣という。)として甲の施設を使用

することについて、必要な事項を定めるため、次のとおり協定書を締結する。 

 

(避難所等) 

第１条  甲は、鳥羽市内に地震、津波、豪雨、洪水等の災害が発生及び発生する恐れがあり、

住民や帰宅困難者(以下｢住民等｣という。)の避難所が必要と判断される場合には、甲が

管理する下記の施設を避難所等として使用することができるものとする。                              

○所在地：鳥羽市鳥羽五丁目                        

○施設名：あしたば作業所 

(避難所等の開設) 

第２条  乙は、第１条の定める施設を避難所等として使用するときは、事前に甲に報告しなけ

ればならない。ただし、緊急を要する場合は開設後に報告するものとする。 

(避難所等の管理) 

第３条  避難所等の管理運営は乙の責任において行うものとする。 

(施設の使用料) 

第４条  施設の使用料は無料とする。ただし、避難所として長期使用する場合においては、甲・

乙別途協議することとする。 

(避難所等としての使用の終了) 

第５条  乙は、第１条に定めた施設について避難所等としての使用を終了する際には、甲に報

告するとともに、その施設を原状回復し、甲の確認を受けなければならない。 

(利用者責任) 

第６条  甲は、住民等が施設に避難した際に発生した事故等に対する責任を一切負わないもの

とする。 

(有効期間) 

第７条  この協定の期間は平成２４年４月１７日から平成２５年３月３１日までの１年間と

する。ただし、期間満了の１ヶ月前までに甲、乙いずれからも申出がない場合はさらに

１年間延長するものとし、以後これに準じて延長するものとする 

(協議) 

第８条  協定書に定めのない事項及び協定書に疑義が生じた場合は、甲、乙協議の上、決定・

解決を図るものとする。 

 

平成２４年４月１７日 

甲 鳥羽市鳥羽五丁目８－６２ 

                                            社会福祉法人 あしたば福祉会 

                      理事長 岩 井 吉 太 郎 

 

乙 鳥羽市鳥羽三丁目１－１ 

                                          鳥羽市長 木 田 久 主 一 
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協定-32 災害時に備えた相互協力に関する申合せ 
 

鳥羽市（以下「甲」という。）と鳥羽警察署（以下「乙」という。）とは、災害時に備えた相互

協力に関し、次のとおり申し合わせる。 

 

第１ 趣旨 

  この申合せは、鳥羽市の区域内において災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、

災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置（以下「災害応急対策」という。）を円滑かつ

迅速に講ずることができるようにするため、甲乙の相互協力に関し、必要な事項を申し 合わ

せるものである。 

 

第２  申合せ内容 

  １ 情報の相互提供のための措置 

      甲及び乙は、災害時において、次に掲げる情報を相互に提供するため、甲乙協議の上、連

絡窓口の設定等必要な措置を講ずるものとする。 

    (1)  死者、行方不明者、負傷者等人的被害に関する情報 

    (2)  建物被害、交通網被害、ライフライン被害等物的被害に関する情報 

    (3)  被災者、避難者、災害時要援護者、帰宅困難者等支援を必要とする者に関する情報 

    (4)  その他災害応急対策に有用と認める情報 

 

 ２ 津波防災地域づくりの推進に関する措置 

      甲及び乙は、津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号）第 10 条第１項

の規定に基づき、甲が作成する津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画に関し、

甲乙協議の上、その実効性を確保するために必要な措置を講ずるものとする。 

 

 ３ 警戒区域設定に伴う措置 

      甲及び乙は、甲その他の者が災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 63 条第１項の

規定に基づく警戒区域を設定した場合の対応に関し、甲乙協議の上、その実効性を確保する

ために必要な措置を講ずるものとする。 

 

 ４ 遺体の取扱に関する措置 

     甲及び乙は、乙が行う検視並びに遺体の身元確認、安置及び引渡しに関し、甲乙協議の上、

遺体の取扱場所の確保等必要な措置を講ずるものとする。 

 

 ５ 拾得物等の取扱いに関する措置 

      甲及び乙は、拾得物等の取扱いに関し、甲乙協議の上、拾得物等の保管場所の確保等必要

な措置を講ずるものとする。 

 

第３ 了解事項 

 １ この申合せは、甲と乙との間に強制を課するものでなく、甲乙の相互協力によってその趣

旨を実現するものである。  
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２ この申合せの内容に含まれない事項及びこの申合せの内容に疑義が生じた事項について

は、甲乙協議の上、決するものとする。 

 

この申合せを証するため、本書２通を作成し、甲乙両者署名の上、各１通を保有する。 

 

   平成２４年４月２５日 

                      （甲） 鳥羽市鳥羽三丁目１番１号 

                 鳥羽市 

                                鳥羽市長 木田 久主一 

 

 

                           （乙） 鳥羽市松尾町７４番地４ 

                 鳥羽警察署 

                                  鳥羽警察署長 服部 孝彦 
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協定-33 大規模災害発生時における相互協力に関する協定 
 

大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下｢災害時｣という。）において、

災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、鳥羽市長（以下「甲」という。）と鳥羽海上保

安部長（以下「乙」という。）との間で、次のとおり協定を締結する。 

 

第１ 鳥羽市の施設使用 

１ 甲は、災害時において、乙の庁舎が損壊、浸水、火災等の甚大な被害を受け、もしくは

受けるおそれがある場合、甲の指定する施設（以下「指定施設」という。）を、乙が海上

保安業務用施設として使用することを承諾するものとする。 

 

２ 乙は、災害時に指定施設を使用しようとする時は、あらかじめ別紙「行政財産使用許可

申請書」を甲に提出するものとする。ただし、緊急を要する場合は口頭による申請を行い、

事後、速やかに申請書を提出するものとする。 

 

３ 甲は、指定施設について、災害応急対策に関し甲と乙の円滑な連携を図るため、鳥羽市

の対策本部に隣接するとともに、約９０平方メートル程度の広さを有する施設となるよ

う配慮するものとする。 

 

４ 指定施設の使用期間は、大規模災害が発生した日を起算日として、同日から原則として

90 日以内とし、期間の延長については、必要により甲乙が協議してこれを定めるものと

する。 

  

５ 本協定に基づく指定施設の使用料は無償とする。ただし、指定施設の使用に係る光熱水

料については、乙は、甲に支払うものとする。支払額の決定方法等、支払の詳細について

は、甲乙双方が協議し定めるものとする。 

 

６ 乙は、当該使用が終了したときは、これを原状に復する責務を負う。 

 

７ 甲は、乙が指定施設を使用するに当たり発生した事故等に対する責任は、一切負わない

ものとする。 

 

８  災害時において、甲が指定施設の使用を承諾できない事態が生じた場合には、甲乙協議

の上、指定施設の変更、本協定の解約等について定めるものとする。      

 

第２ 災害時の情報の相互提供 

甲及び乙は、災害時において、海上並びに離島及び沿岸地域における次に掲げる情報を、

相互に提供するものとする。 

イ  負傷者、行方不明者、死者等の人的被害に関する情報 
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ロ 船舶の漂流、転覆、沈没、火災等の海難に関する情報 

ハ 灯台、航路標識、港湾、漁港等の物的被害に関する情報 

ニ 被災者、避難者、災害時要援護者等の支援を必要とする者に関する情報 

ホ その他災害応急対策に有用と認める情報 

 
第３ その他 

１ 本協定書に定めない事項及び本協定に関して疑義の生じた事項については、甲乙双方

が協議して解決するものとする。 

 

２ 本協定は、平成 24 年 7 月１２日から適用する。 

 
 

本協定の成立を証するため、本書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

  平成２４年７月１２日 

 

     （甲）三重県鳥羽市鳥羽三丁目１番１号 

        鳥羽市長      木田 久主一 

 

 

（乙）三重県鳥羽市鳥羽一丁目２３８３番地２８ 

鳥羽海上保安部長  柳田 誠治 
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協定-34  災害救助に必要な物資の調達に関する協定書 
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（第１号様式） 

 年 月 日 

緊急物資調達要請書 

 

一般社団法人日本非常食推進機構 

代表理事 古谷賢治 様                            県 

                  

 

市・町 

 

 

災害救助に必要な物資の調達要請について 

 

｢災害救助に必要な物資の調達に関する協定｣に基づき、下記のとおり要請します。 

なお、協定書第４条の規定により、本要請に対する貴社の措置状況を報告願います。 

 

記 

 

１．災害及び応援を必要とする状況 

 

２．応援を必要とする物資の内容 

要請期日 必要とする物資の内容 数量 物資の引渡場所 運搬方法 備考 

      

＊ 要請量は、１日当たりとする 

       問い合わせ先 

                               部      課 

                      

 

電話 

FAX 

担当 
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（第２号様式） 

連 絡 責 任 者 届 

 

【       県・市・町】 

１．連絡責任者 

役職・氏名  

T E L  

携  帯  

F A X  

 

 

２．時間外および休日の場合の連絡先 

項  目 第１連絡先 第２連絡先 

役職・氏名   

T E L    

携  帯   

F A X   

 

 

【一般社団法人連絡責任者】 

１．連絡責任者 

役職・氏名  

T E L  

携  帯  

F A X  

 

 

２．時間外および休日の場合の連絡先 

項  目 第１連絡先 第２連絡先 

役職・氏名   

T E L    

携  帯   

F A X   
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（第３号様式） 

 年 月 日 

物資相違報告書 

 

           様 

                  

             一般社団法人日本非常食推進機構 

                           代表理事  古 谷 賢 治 

 

 

「災害救助に必要な物資の調達に関する協定書」（第７条）に基づき、当社の（物資可能数量・

措置状況）を下記のとおり報告します。 

 

記 

１．調達可能数量 

注：協定書第７条による報告は、配布地区一覧を記入する。 

 

２．物資の搬入場所 （いずれかに○をつける） 

(ア)災害対策本部まで搬入する 

(イ)当社の指定場所で引渡し 

(ウ)その他（   県・職員が指定する場所で引渡し等） 

 

３．搬入方法（ 陸路 ・ 空路 ・ 海路 ） 

  

地   区 数量 地   区 数量 
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協定-35  災害時におけるＬＰガス等の調達に関する協定書 
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協定-36  防災拠点災害対応機器備蓄に関する覚書 
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協定-37  災害時等における軽油燃料の供給協力に関する協定書 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）と石川商工株式会社（以下「乙」という。）は、次のとおり

協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、甲の区域内に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災

害時等」という。）において、甲の行う応急措置業務等に必要な軽油燃料の供給協力に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力の要請） 

第２条 甲がこの協定による要請を行うときは、書面により行うものとする。但しその暇が

ないときは、口頭または通信手段を用いて行うことができるものとする。この場合は後

日速やかに提供要請を行った旨が記載された文書を提出する。 

 

（軽油燃料の供給） 

第３条 乙は、前条による甲の要請を受けたときは、やむを得ない事由のない限り協力する

ものとする。 

２ 乙は、鳥羽市松尾町地内に保有する生コンクリートプラント施設内の自家用給油施設

に貯蔵している軽油燃料（最大１万リットル）を現地にて供給するものとする。 

 

（軽油燃料の返還） 

第４条 甲は、供給を受けた日から１箇月以内に、供給を受けた軽油燃料に相当する軽油燃

料を、前条第２項に規定する自家用給油施設に返還するものとする。ただし、災害時等

の影響で軽油燃料の輸送が困難な場合はこの限りではない。 

 

（協議） 

第５条 この協定に定めない事項又はこの協定に定める事項に疑義が生じたときは、その

都度甲乙協議して定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第６条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協

定の終了を通知しない限り、その効力を継続する。 

 

 この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１

通を保有する。 
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協定-38  災害時等におけるボランティア活動に関する協定書 
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協定-39  災害時における動物救護活動に関する協定書 
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協定-40  L アラート(公共情報コモンズ)の運用に係る覚書 
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協定-41  災害時における帰宅困難者に対する支援に関する協定 
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※ 同内容で協定締結している施設 

 ①戸田家、②リゾートヒルズ豊浜、③鳥羽グランドホテル、④扇芳閣、 

 ⑤鳥羽国際ホテル、⑥エクシブ鳥羽、⑦サン浦島、⑧鳥羽シーサイドホテル、 

 ⑨和光、⑩ホテル芭薪萃、⑪胡蝶蘭 
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協定-42 災害時における避難行動要支援者(聴覚障がい者)の支援に関する協定書  

 

三重県（以下、「甲」という。）と鳥羽市（以下、「乙」という。）とは、鳥羽市内に地震、

風水害その他の災害が発生した場合（以下「災害時」という。）における、避難行動要支援

者（聴覚障がい者）の支援に関する事項について、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第 1 条 この協定は、災害時において、甲及び乙が協力して、支援を必要とする聴覚障がい

者への支援を行うために必要な事項を定めるものとする。 

2 この協定に係る活動及び報告は、三重県聴覚障害者支援センター（以下、「センター」と

いう。）が行う。 

 

（定義） 

第 2 条 この協定において、避難行動要支援者（聴覚障がい者）とは次に掲げる者をいう。 

(1) 聴覚 1 級から 3 級までの身体障害者手帳を交付されている者であって、災害時の支援を

受けるために自らの情報をセンターへ提供することに同意した者 

(2) 上記に掲げる者に準ずる状態にある者 

 

（避難行動要支援者（聴覚障がい者）の情報提供及び支援要請） 

第 3 条 乙は、センターに対し、平常時から前条第 1 項第 1 号に規定する避難行動要支援

者台帳の写し（以下、「台帳」という。）を提供する。 

2  支援の要請手続きは、原則として文書により行うものとする。ただし、緊急を要すると

きは、口頭又は電話等により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

3  センター及び乙は、避難行動要支援者（聴覚障がい者）の支援を円滑に実施するため、

連絡体制及び方法等について平常時から確認を行い、災害時に支障をきたさないよう備

えるものとする。 

  

（災害時の支援活動） 

第 4 条 センターは、乙から前条に規定する要請があったときは、乙の協力のもと、避難情

報等の伝達、安否確認、避難所における避難生活上の支援及び支援物資の配布等の支援活

動を行う。 

2  前項の規定にかかわらず、鳥羽市内で震度 5 強以上の地震が発生したとき又は乙が避

難準備情報、避難勧告若しくは避難指示を発令したときは、乙からの要請の有無にかかわ

らず、センターは、台帳を活用し、対象者の安否確認や支援を行うことができる。 
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（経費の負担） 

第 5 条 この協定に基づき、支援活動に要した経費は、乙が負担する。 

2  前項の経費は、甲及び乙が協議の上決定するものとする。 

 

（経費の支払い） 

第 6 条 支援活動に要した経費は、甲の請求により、乙が支払うものとする。 

2  乙は、前項の請求があったときは、その内容を確認し、速やかに費用を甲に支払うもの

とする。 

 

（災害時の活動報告） 

第 7 条 センターは、避難行動要支援者（聴覚障がい者）の支援活動に関し、人的被害や物

的被害を把握したときは、ただちに乙へ連絡するものとする。 

2 乙は、必要に応じて、センターに対し、避難行動要支援者（聴覚障がい者）の被害状況

等を問い合わせることができる。 

3 センターは、避難行動要支援者（聴覚障がい者）の支援活動を終了したときは、速やか

に乙へ支援活動報告書を提出するものとする。 

 

（事故） 

第 8 条 センターは、乙からの要請に基づく支援活動に際し、事故が発生したときは、乙に

対して速やかにその状況を報告するものとする。 

 

（第三者に対する責任） 

第 9 条 センターは、乙からの要請に基づく支援活動に際し、センターの責に帰する事由

により、第三者に損害を与えたときは、その賠償の責を負うものとする。 

 

（災害補償） 

第 10 条 センターは、センターが派遣した者が、乙からの要請に基づく支援活動中に死亡

又は負傷する場合を考慮し、災害ボランティア保険への加入を義務付け、災害補償につい

て方策を講じるものとする。 

2 前項における災害ボランティア保険の加入経費は、センターが負担するものする。 

 

（台帳の管理） 

第 11 条 センターは、第 4 条に規定する支援活動及び支援活動を容易にするための日常生

活において行う声かけ、相談等以外の目的で台帳を利用してはならない。 

2 センターは、台帳に記載された個人情報及び支援上知り得た個人の秘密を漏らしてはな

らない。支援する役割から離れた後も同様とする。 
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3 センターは、台帳を紛失しないよう厳重に保管するとともに、その内容が支援に関係し

ない者に知られないように適切に管理をしなければならない。 

4 センターは、センター職員及び聴覚障がい者災害支援サポーター以外に台帳を使用させ

てはならない。 

  

（平常時の協力体制） 

第 12 条 センターは、平常時からセンターの広報等で避難行動要支援者登録制度を広く周

知し、地域防災計画に基づく個別計画の作成時には、台帳を活用し、避難行動要支援者（聴

覚障がい者）の同意を得て、必要な協力を行う。 

 

（協議） 

第 13 条 この協定に定めのない事項及びこの協定について疑義が生じたときは、甲及び乙

が協議して定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第 14 条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって

協定の終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙署名押印の上、各自 1 通を保有

する。 

 

平成 27 年 12 月 22 日 

 

                 津市広明町 13 番地 

甲 三重県 

                 三重県知事  鈴 木 英 敬 

 

 

 

 

                 鳥羽市鳥羽三丁目 1 番 1 号 

乙 鳥羽市 

                 鳥羽市長  木 田 久 主 一 
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協定-43  災害時における協力に関する協定書 

 

 鳥羽市（以下「甲」という。）と三重県行政書士会（以下「乙」という。）とは、災害が発

生し、被災者等の支援のために必要となる行政書士業務について、次のとおり協定を締結す

る。 

 

（対象災害） 

第１条 この協定において「災害」とは、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第

２条第１号に定めるもの、及びそれと同程度の災害等で甲が乙の協力が必要であると認

めたものとする。 

 

（要請） 

第２条 甲は、災害の発生時等に、行政書士業務の必要性が生じたときは、第１号様式によ

り乙に対して協力を要請するものとする。 

  ただし、緊急を要するときには、口頭又は電話等をもって要請し、事後速やかに文書を

提出するものとする。 

 

（業務範囲） 

第３条 甲の要請により乙及び乙の会員が行う業務は、行政書士法（昭和２６年法律第４

号）第１条の２及び第１条の３に定める業務並びに法令等に基づき行政書士が行うこと

ができる業務と同業務を実施するために必要となる次に掲げる業務とする。 

（１）乙による被災者支援相談窓口の設置 

（２）甲への乙の会員派遣 

 （３）その他甲が必要と認める業務 

 

（対応体制の整備等） 

第４条 乙は、災害が発生した場合又は災害が発生するおそれがある場合において、必要と

認めるときは、甲の要請に直ちに対応できる体制の確保に努めるものとする。 

２ 乙は、前項の体制の確保に資するため、平時から、連絡体制、連絡方法、連絡手段及び

業務責任者等を定め、業務に支障を来さないよう連絡調整に努めるものとする。 

３ 乙は、甲から要請を受けた場合おいて、乙のみにて対応困難なときは、甲乙協議のうえ、

乙の関係団体等に支援を求めることができるものとする。 

 

（訓練協力） 

第５条 乙が甲の実施する訓練に参加を要請された場合は、必要により協議のうえ、これに

協力するものとする。 

（費用負担） 

第６条 第３条（１）に基づく業務にかかる費用について、被災者支援相談窓口の設置（業

務場所）にかかる賃借料は、甲の負担とし、その他相談料、派遣費用等については乙の負

担とする。 
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２ 第３条（２）及び（３）に基づく業務にかかる費用については、原則として甲の負担と

し、災害発生時の直前における当該地域の適正価格を基準として、甲乙協議のうえ、定め

るものとする。 

 

（損害補償） 

第７条 第３条に基づき業務に従事した者が、当該業務により負傷し若しくは疾病にかか

り又は死亡した場合の損害賠償は、「労働者災害補償保険法」（昭和２２年法律第５０号）

により行うものとする。ただし、労働者災害補償保険法が適用されない場合は、甲乙協議

のうえ、補償等の対応にあたるものとする。 

２ 乙又は乙の会員は、前項の事実が発生したときは、速やかに、その状況を書面により甲

に報告するものとする。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成２９年３月３１日までとする。ただ

し、協定期間満了日前１ケ月前までに、甲乙いずれからも協定解除又は変更等について申

し出がないときは、この協定は期間満了の翌日から起算して更に１年間延長するものと

し、以後同様とする。 

 

（甲の解除権） 

第９条 甲は、この協定が履行される見込みがないと認めるとき、又は乙に災害支援の協力

者としてふさわしくない非行があったと認めるときは、前条の有効期限にかかわらず、こ

の協定を解除することができる。 

 

（その他） 

第１０条 この協定に定めがない事項又はこの協定の内容に疑義が生じたときは、その都

度、甲乙協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印のうえ、それぞれ１通を

保管する。 

 

平成２８年２月１２日 

 

甲 三重県鳥羽市鳥羽三丁目１番１号 

     鳥羽市 

鳥羽市長  

 

 

 

乙 三重県津市広明町３２８番地 

            三重県行政書士会 
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（第１号様式） 

 

   年  月  日 

三重県行政書士会 御中 

 

鳥羽市長 

 

 災害協力要請書 

 

災害時における協力に関する協定書第２条の規定に基づき、次のとおり協力を要請しま

す。 

 

要 請 担 当 者 

氏名・電話番号 

所  属  職  名  

氏  名  電話番号  

電話ＦＡＸ等 

による要請日時 
   年  月  日（ ） 午前・午後  時  分頃 

要 請 内 容  

場     所  

期     間    年  月  日 ～   年  月  日 

備     考  
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協定-44(1)  災害時における避難所等施設利用等に関する協定書 

 

 鳥羽市（以下「甲」という。）と三重交通株式会社（以下「乙」という。）と鳥羽シー

サイドホテル株式会社（以下「丙」という。）は、鳥羽市内に発生した地震その他による

災害（以下単に「災害」という。）時において、避難場所及び避難所（以下「避難所等」

という。）としての施設利用等に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨）                                     

第１条 この協定は、災害時において甲が乙の所有する施設の一部を、避難所等として利

用することについて、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（避難所等の定義） 

第２条 甲が定める避難所等とは、災害が発生した場合またその恐れのある場合に一時的

な避難を行う施設等であるとともに、災害により住家が全半壊、全半焼等した場合に、

当該避難者が一定期間避難生活を送るための施設をいう。 

２ 甲が定める避難所等は、市内の避難者のみを収容するものではなく、県内外の広域的

な避難者（観光客等の帰宅困難者を含む。）を収容するものでなければならない。 

３ その他、別表の基準を満たす施設でなければならない。 

 

（利用要請） 

第３条 甲は、災害時において次に掲げる施設を避難所等として利用する必要があると認

めるときは、乙及び丙に対して要請することができる。 

施設名称 鳥羽シーサイドホテル 

所在地 三重県鳥羽市安楽島町 1084 番地 

所有者 三重交通株式会社 

棟名等 望館 岬亭 汀館 

構造等 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 鉄骨鉄筋コンクリート造 

建築年 昭和 46 年、48 年 昭和 62 年 平成 8 年 

避難所等総床面積 10,659.18 ㎡ 6,828.50 ㎡ 19,763.24 ㎡ 

収容可能面積 
7,461.42 ㎡ 

（総床面積×0.7） 

4,779.95 ㎡ 

（総床面積×0.7） 

13,834.26 ㎡ 

（総床面積×0.7） 

収容人数 
3,730 人 

（2 ㎡／人） 

2,389 人 

（2 ㎡／人） 

6,917 人 

（2 ㎡／人） 

２ 前項の要請は、原則として文書によるものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話

等により要請し、その後速やかに文書による手続きを行うものとする。 
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（要請への対応） 

第４条  乙及び丙は、前条の規定に基づき甲から要請を受けたときは、対応結果等を文書で

甲に報告するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話等により報告し、その後速

やかに文書による手続きを行うものとする。 

 

（避難所等の開設、運営） 

第５条  乙及び丙は、緊急に避難する災害が発生した場合またその恐れのある場合は、甲の

要請を待たず、避難所等を開設することができる。 

２ 甲は、乙及び丙が前条により施設の利用について受理した場合は、直ちに避難所等を開

設する。 

３ 避難所等の運営については、丙の職員等が行うものとする。 

 

（収容期間） 

第６条 避難者の避難所等への収容期間は、災害発生後から、避難者の応急仮設住宅、自宅

その他の居住施設が確保されるまでの間で甲が指定した期間とし、３か月を限度とする。

ただし、必要に応じて、甲乙丙協議の上、３か月を限度に当該期間を延長できるものとす

る。 

 

（避難所等解消への努力） 

第７条 甲は、丙が通常の業務を再開できるよう配慮するとともに、当該避難所等の早期解

消に努めるものとする。 

 

（費用負担） 

第８条  甲の要請に基づき、甲が避難所等として乙の所有する施設を利用した場合の利用

料は、甲乙丙協議して決定するものとする。 

 

（避難時の事故等にかかる責任） 

第９条 施設に避難者が避難した際に発生した事故等に対する責任については、原則、甲が

負うものとする。ただし、乙又は丙の責めに期すべき事由による事故等については、乙又

は丙が責任を負うものとする。 

 

（利用の終了） 

第 10 条 甲は、周囲の状況から避難所等の利用の必要がないと判断できたときには、速や

かに利用を終了するものとする。 

２ 甲は、避難所等の利用を終了する際は、乙及び丙に文書により報告するものとする。 
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（連絡体制の確立） 

第 11 条 協力要請の手続きを円滑に行うため、甲乙丙は事前に連絡責任者及び連絡担当者

（以下「連絡責任者等」という。）を定め、相互に文書で報告するものとする。 

２ 甲乙丙は、連絡責任者等に変更が生じた場合は、その都度、相互に文書で報告するもの

とする。 

３ 乙は、丙が使用する施設の増改築等により、当該施設の面積等に変更が生じる場合は、

甲に文書で報告するものとする。 

 

（避難所の機能向上への努力） 

第 12 条 乙及び丙は、施設の避難所としての機能が向上するよう、施設管理や職員指導等

に努めるものとする。 

 

（訓練等協力要請） 

第 13 条 甲は、乙又は丙に対して、防災訓練又は防災研修等への参加並びに防災意識啓発

活動への協力を要請することができる。 

２ 乙又は丙は、前項の規定による要請に対して可能な限り応じるものとする。 

 

（実施細目） 

第 14 条 この協定に係る様式及び実施に係る細目等は、実施細目として別に定めるものと

する。 

 

（有効期間） 

第 15 条 この協定の締結期間は、協定締結の日から起算して 10 年間とする。ただし、有効

期間満了の１月前までに、甲乙丙いずれからも文書による終了の意思表示がないときは、

当該有効期間満了日の翌日から起算して１年間延長するものとし、以後もまた同様とす

る。 

 

（協議） 

第 16 条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義を生じたときは、その都度、

甲乙丙協議して決定するものとする。 

 

この協定は、平成 28 年５月１日から施行する。 

上記の協定の成立を証するため、この協定書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各自１

通を保有する。 
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   平成 28 年 5 月 1 日 

 

 

甲 三重県鳥羽市鳥羽 3 丁目 1 番 1 号 

   鳥羽市   

   鳥羽市長  木田  久主一                      

 

 

 乙 三重県津市中央 1 番 1 号 

   三重交通株式会社 

   取締役社長  雲井 敬 

 

 

 丙 三重県鳥羽市安楽島町 1084 番地 

   鳥羽シーサイドホテル株式会社 

   取締役社長  伊比 昌弘 



 

147 

 

 

※22-44(1)(2)(3)共通
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協定-44(2) 災害時における避難所等施設利用等に関する協定書 

 

 

南勢町 
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